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建築性能と消費者要求 

日本大学理工学部建築学科

教授　井上勝夫

最近，建築の空間性能に関するトラブルが多発しており，訴訟

にまで及ぶケースも珍しくない。温熱環境はともかく，音環境や

空気環境などの性能が強く指摘されるようになってきたのは，居

住者の生活程度が向上してきた証拠であろうが，いずれにしても

建築性能に対する居住者要求は広く且つ高くなってきてる。現在，

著者は音・振動分野で裁判所の調停委員や専門員として，具体的

な建築裁判に携わっているが，音の問題は技術的な面だけでなく

感覚的な問題を伴うので解決が難しい。通常，音環境に関する訴

訟は，不法行為等に基づく発生音が居住空間に対して受忍限度を

超えるとし，損害賠償を求めるケースが多いが，原告や代理人ら

が建築仕様や建築技術の実情，音環境性能に関する知識不足，又

は，情報の収集不足等から問題化していることが多い。よって，

専門家が中立的立場から技術レベルの状況や性能の評価方法・基

準等を解説するだけで解決されるケースがかなりある。建築業界

においても性能基準の設定や仕様の決定は，建築専門家集団（学

会や協会）の研究成果や調査報告に基づいて行われているため，

中心となるべき建築物の所有者或いは居住者には十分な理解がな

されない状況にある。よって，今後，研究者－建設技術者－消費

者の関係を深くし，消費者への情報提供や消費者教育をさらに推

進すべきと感じる。また，建物の建設前や購入前に対象建築物の

性能を正確にアナウンスすることも重要である。性能を前もって

知れば，例え性能が多少低くても消費者は納得するものである。

平成12年にスタートした「性能表示制度」は，これを実現する法

律であるが，未だ消費者に十分浸透しているとは言えず，本来の

目的を達成しているとは言い難い。同制度の有用性を考えると，

消費者側からの積極的な導入要求を申し入れるべきと考える。今

後，消費者への建築技術に関する知識の普及や性能表示制度の普

及と有効利用などに尽力したいものである。



財団法人建材試験センター中央試験所は，昨年

12月25日付で独立行政法人製品評価技術基盤機構

（NITE）から当機構の認定制度（ASNITE）にお

ける「熱伝導率」の校正事業者認定を受けました。

当試験所は，これまで“試験（Test）”中心に

事業を展開して参りましたが，この認定を機に

“校正（Calibration）”も行う機関として名乗りを

上げ，更に充実した業務の展開を図っていくこと

にしております。

今回取得した「熱伝導率」の校正事業者は，我

が国では初めてであり，世界的に見てもアメリカ

のNIST（National Institute of Standards and Tech-

nology：国立研究所）のみが校正事業を行ってい

るという希少価値のある認定といえます。

熱伝導率は，従来から各種材料とりわけ断熱材

や保温材に関して，最も基本的で重要な物性値と

して取り扱われて参りました。当試験所におきま

しても，昭和38年創設以来熱伝導率の測定は行わ

れており，建築関係の試験所として材料の曲げ試

験や圧縮試験等と同様，最も早くから着手してき

た中心的な測定の一つであります。測定方法には

平板比較法や平板直接法が多く用いられてきまし

たが，平板比較法では校正のための標準板の提供

を当試験所が行ってきたという実績もあります。

最近ではISOとの整合化を図る必要から熱流計

法や保護熱板法（平板直接法）が主流となり測定

値に対する厳密さは一段と要求されるようになっ

ています。その背景には10年程前から試験所や校

正機関にもグローバル化の波が押し寄せ，どこの

国の試験結果，校正結果でも受け入れられるよう

にする，いわゆる One Stop Testing の実現が求め

られるようになってきたことが一つの要因として

あげられます。そのため，どこの国の試験所にお

いても信頼性のあるデータ提供は欠かせません

が，それを確保する国際規格はISO17025「試験

所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」で

あり，この規格への適合が求められています。当

試験所は，この国際規格への適合性を厳守し，信

頼あるデータの提供に努めているところです。

熱伝導率は，温度，熱量，寸法の測定を組み合

わせた値であり，直接国家標準にトレーサブルで

きる参照標準がないため，当試験所が今回の校正

事業者認定を取得したことで，我が国で最上位に

位置する唯一の校正機関ということになります。

当試験所での熱伝導率測定は長年に亘る経験と

豊富な実績があり，ISO17025で要求している

“不確かさ”を小さくする努力を重ねながら自信

を持って校正機関としての役割を果たしていきた

いと考えております。

建材試験情報４　’056

特集 ・熱伝導率校正機関 ① 

（財）建材試験センター　中央試験所

所長　勝野奉幸

「熱伝導率」校正事業者認定を取得して



財団法人建材試験センターにおかれましては，

建設材料の試験研究に関する我が国の中核機関と

して，長年にわたり断熱材の熱伝導率計測技術の

研究開発と熱伝導率標準断熱板の供給業務に取り

組んでこられました。このたび，中央試験所にお

いてこれまでに培われた計測技術と管理体制を礎

として熱伝導率校正に関するASNITE-CALを取得

されたことは誠に意義深く，我が国において建設

材料の断熱性を客観的かつ統一的な基準で評価で

きる体制を実現するものであると位置付けられま

す。

米国の国立標準技術研究所（National Institute

of Standards and Technology, NIST）の建築・火

災研究所（Building and Fire Research Laboratory,

BFRL）においても断熱材の熱伝導率の計測と標

準および断熱材標準物質の供給は下記のように重

要性の高い分野と位置付けられています1）。

1）製造業における品質管理（米国産業への寄

与：40億ドル）

2）連邦通商委員会460項の認証（同上：100万ドル）

3）断熱材の熱伝導率試験（同上：100万ドル以下）

4）実用断熱材熱伝導率計測装置の開発（同上：

300万ドル）

上記のように断熱材の熱伝導率を国家標準に基

づき正確に計測するための取り組みは，英国国立

物理学研究所（National Physical Laboratory, NPL）

やドイツ物理工学研究所（Physikalisch-Technis-

che Bundesanstalt, PTB）など，多くの公的研究

機関において行われています2，3）。

また，国際度量衡委員会（CIPM）の測温諮問

委員会（CCT）熱物性作業部会（WG9）におい

て熱物性の国際標準に関する検討が行われており

ます4）。さらに材料評価に関しても国際度量衡委

員会における組織的な取り組みの必要性が話し合

われております。これらの動きは他国の校正・試

験データを自国でもそのまま受け入れることを可

能にし，世界のどこで校正･試験を受けても，そ

の結果が世界中のどこでも通用する「ワンストッ

プテスティング」につながるものです5）。

今回，熱伝導率校正に関するASNITE-CALを取

得されたことは建材試験センター中央試験所が技

術的側面からも管理体制からも国際的に共通のル

ールISO17025を満たしていることを証明するも

のであり，NIST，NPL, PTBなどの海外の公的研

究機関に対しても遜色のない技術水準と体制が客

観的に認定されたことになります6）。

これを契機に国内の断熱材の熱伝導率計測のト

レーサビリティーの整備が促進されるとともに，

国際比較の実施等を着実に推進することにより断

熱材熱伝導率計測の国際標準の寄与に向けて発展

するものと期待しております。

（注釈は本誌20ページへ記載）
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特集 ・熱伝導率校正機関 ② 

（独）産業技術総合研究所　計測標準研究部門物性統計科

研究科長　馬場哲也

熱伝導率校正機関の意義－技術的立場から



特集： ASNITEと熱伝導率の校正

1．はじめに

製品評価技術基盤機構（NITE：National Insti-

tute of Technology and Evaluation）では，経済産

業行政の一翼を技術的側面から担ってきた実績及

び経験を活かし，バイオテクノロジー分野，化学

物質管理分野，適合性評価分野及び人間生活福祉

分野に関する技術情報を効率的に収集・整理・提

供するとともに，工業製品等に関する技術上の評

価サービスの提供などを行い，経済社会を技術で

つなぐインターフェースとして技術に関する知的

基盤整備の中核機関を目指しております。

このうち，適合性評価分野においては，民間認

定機関では充分に対応できない認定分野を補完

し，基準認証への社会ニーズに迅速に対応するた

め，校正機関・試験所に係る認定プログラムを総

合的に展開することを目的として，2002年４月に

認定センター（IAJapan：International Accredita-

tion Japan）を設立いたしました。

IAJapanでは，表１に示す各種認定制度の運営

を通じて，産業界における基準認証基盤の整備に

貢献しております。このうち，設立の主たる目的

である「民間認定機関では充分に対応できない認

定分野を補完し，基準認証への社会ニーズに迅速

に対応する。」ために運営している認定制度が，
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 特集 ・熱伝導率校正機関 ③ 

（独）製品評価技術基盤機構　認定センター

石毛浩美

ASNITEの役割と認定校正事業者への期待

表１　IAJapanが運営する認定制度



製品評価技術基盤機構認定制度（ASNITE：

Accreditation System of NITE）です。

ここでは，ASNITEの役割，ASNITE認定校正

事業者について，試験所・工場等ユーザのメリッ

トについて御紹介するとともに，熱伝導率測定を

行う上で一番大きな不確かさの要因となる温度測

定についても簡単に触れたいと思います。

2．ASNITEの役割

2.1 ASNITEの背景

ASNITEでは，2005年２月末日現在，表１のと

おり６種類の認定制度サブカテゴリを用意し，運

営しております。IAJapanがASNITEを実施した背

景には，次に掲げる喫緊の認定ニーズが顕在化し

たことが挙げられます。

・国レベルでは，国家計量標準研究所（NMI）

のISO／IEC規格への適合性確認及び認定，

ITセキュリティ評価機関の認定，等

・産業界からは，例えばJNLAでは対応が不可

能な試験方法による柔軟な認定，JCSSでは

対応が不可能な外国の国家計量標準研究所又

は校正機関にトレーサブルな標準を用いた校

正，等

これらの公共的要請に応えるためには，認定ニ

ーズのある分野には効率的な対応を確保するため

のメカニズムが国全体から見て必要となります。

我が国では，財団法人日本適合性認定協会（JAB）

をはじめとした民間認定機関により積極的な認定

活動が営まれておりますが，ASNITEでは，次に

掲げるような民間認定機関では充分な対応が期待

できない認定分野を補完し，基準認証への社会ニ

ーズに迅速に対応することを目的としております。

・認定試験事業者・認定校正事業者の件数が少

なく，採算性の期待しがたい認定分野

・中小企業性が高く，政策的取り組みの必要な

認定分野

・先端技術分野で民間機関同士の技術審査が困

難な認定分野

以上から，ASNITEはまさに，公的認定機関で

あるIAJapanが担うべき認定制度ということがで

きます。

2.2 国際MRAの進展と国際MRA対応認定事業者

ASNITEのうち，（2）～（5）は国際的及び地域的

な校正機関・試験所認定機関で組織されている

ILAC（＊1）及びAPLAC（＊2）の国際的な相互承認協

定（MRA）の対象となっております。ILAC／MRA

は現在，世界40か国以上の認定機関が署名してお

り，IAJapanによるサーベイランス及び技能試験

を受けている認定事業者（国際MRA対応認定事

業者）が発行する認定シンボル付き校正証明書は，

国内のみならず国際的なトレーサビリティの証明

にも有効です。

またILACは，各国の強制法規上でもILAC／

MRAの利用を促す活動を積極的に展開しており

ます。これに対し，IAJapanでもJCSS等をさらに

普及させるため，経済産業省などと連携しながら，

計測器の大口ユーザとなる自動車産業をはじめと

した製造業に対して積極的に普及広報活動を展開

しております。昨今大きな社会問題となっている

食品や臨床試験のような衛生・安全分野において

も，信頼できる試験データに基づく管理ができる

よう，今後は国際的にも信頼できる校正データの

利用が期待されています。

＊1 国際試験所認定協力機構（ILAC：Internation-

al Laboratory Accreditation Cooperation）

＊2 アジア太平洋試験所認定協力機構

（APLAC：Asia Pacific LaboratoryAccredi-

tation Cooperation）

建材試験情報４　’05 9



3．ASNITE認定校正事業者とは

それでは次に，ASNITE校正及びASNITE認定

校正事業者について紹介します。

3.1 ASNITE校正

ASNITE校正は，一言でいえばJCSSを補完する

認定制度です。JCSSは，計量法に基づき国家計量

標準の供給体制が整備された校正分野を認定対象

とし，認定基準としてISO/IEC 17025:1999を適用

して実施しておりますが，これは同時に，国家計

量標準の供給体制が未発達な校正分野においては，

仮に認定ニーズ又は校正ニーズがあってもJCSSの

認定対象とはならないことを意味しております。

現在，我が国の計量標準供給体制は，独立行政

法人産業技術総合研究所の計量標準総合センター

（NMIJ）において国家計量標準・国家標準物質の

研究開発が精力的に行われており，ここ数年の発

展には目覚ましいものがあります。新たな計量標

準等の供給，既に供給されている計量標準等の校

正・測定能力（CMC：Calibration Measurement

Capability）の向上等，日進月歩の技術革新に伴

う標準供給体制の整備が進んでいるところです。

ASNITE校正は，我が国で参照標準となる計量

標準が供給されていない場合に，外国の計量標準

等を用いて校正事業を営み顧客ニーズに応える事

業者，そして我が国に存在する複数の計量標準を

組み立てて校正事業を営み，その組立量を必要と

する顧客のニーズに応える事業者を支援するため

の認定制度です。

3.2 ASNITE認定校正事業者とは

ASNITE認定校正事業者が発行するASNITE認

定シンボル付き校正証明書は，校正を受けた計量

器が，信頼性のある外国の国家計量標準又は我が

国の複数の国家計量標準にトレーサビリティがと

れ，かつ，確かな技術的能力に裏打ちされた信頼

できる校正結果であることを明確に証明します。

工場などでISO 9000シリーズなどの認証を取得す

る際には，適切な社内計測器の管理体制整備のた

めに，ASNITE認定校正事業者，JCSS認定事業者

等から校正を受ける必要があります。

さて，このトレーサビリティの点において，

ASNITE認定校正事業者は我が国において大変重

要な役割を担っております。ASNITE校正自体が

JCSSを補完する認定制度であるため，その認定

を受けたASNITE認定校正事業者もまた，JCSS認

定事業者を補完する役割を担うことになるので

す。計測のトレーサビリティの概念図は図１のよ

うになりますが，ASNITE校正の場合には，トレ

ーサビリティの直接最上位となる標準を，我が国

の国家計量標準研究所が持たない点で特殊なもの

となります。別の言い方をすれば，国家計量標準

研究所を含めて，ある特定の校正分野で信頼性が

ある校正を実施できる我が国の機関はASNITE認

定校正事業者のみということができます。

4．試験所，工場等ユーザのメリット

次に，ASNITE認定校正事業者がもたらす試験

所，工場等ユーザへのメリットについて紹介しま

す。

4.1 One-Stop-Testingの実現

まず，一点目は，IAJapanが認定した認定試験

所・校正機関全般に言えることですが，One-

Stop-Testingの実現により，信頼性のある試験結

果，校正結果が手軽に得られることです。

One-Stop-Testingは，一般的に一つの試験所で

得られたデータが，世界中で受入れられるような

仕組みのことを意味します。

このOne-Stop-Testingが世界的に構築されれば，

国際間の取引において，重複して行われていた試
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験を省くことが可能となります。

その結果，製品のコストを下げることができる，

製品が市場に出るまでの時間が短縮することがで

きる等，ユーザは多くのメリットを享受すること

ができるようになります。

One-Stop-Testingの実現には，世界各国の試験

所・校正機関認定制度を同じ基準で運用すること

が必要不可欠となりますが，IAJapanではこのた

めにILAC及びAPLACのMRAに署名しております。

4.2 ユーザが供給を希望する計量標準をなるべ

く早く供給する

次に，二点目ですが，ASNITE認定校正事業者

において特に顕著に表れるものとして，JCSSで

は供給されていない計量標準（これは「我が国で

供給されていない計量標準」と言い換えることが

できます。）について，ユーザのためになるべく

早く標準を供給することが可能となることです。

JCSSでは，計量法制度上，国内で最上位の参

照標準（特定標準器，特定副標準器又は特定標準

物質）があることが必要不可欠です。熱伝導率に

ついての研究開発はNMIJにおいて行われており

ますが，建材試験センター中央試験所は，現時点

においては，熱伝導率校正板について客観的信頼

性がある校正を行うことができる，我が国で唯一

の校正機関ということができます。

図１の計測のトレーサビリティの階層では，

ASNITE認定校正事業者は中程の第二階層に位置

しますが，その上位となる熱伝導率の参照標準が

無く，組立て量で供給している点では，熱伝導率

の計測のトレーサビリティの階層では，建材試験

センターは最上位に位置しているとみなすことが

できます。

5．温度測定について

最後に，熱伝導率測定を行う上で一番大きな不

確かさの要因となる温度測定について，触れたい

と思います。

5.1 温度計のトレーサビリティ

温度計は，大きく括ると，測温する物体に温度

計の測温部を直接接触させて測定する温度計（接
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図１　計測のトレーサビリティとIAJpan



触式温度計と総称します。）と，測温する雰囲気

の分光放射エネルギーから測定する温度計（放射

温度計といいます。）に分けられます。このうち，

接触式温度計には更に，白金抵抗温度計，熱電対，

指示計器付温度計（白金抵抗温度計又は熱電対に

温度指示の計器が付いたもの），ガラス製温度計

等があります。また，白金抵抗温度計又は貴金属

熱電対の高精度校正用の参照標準器として，水の

三重点実現装置をはじめとした温度定点実現装置

があります。常温付近（-40 ℃以上420 ℃以下）

における温度計のトレーサビリティは図２のよう

になります。

JCSS認定事業者における参照標準（特定二次

標準器）は，水の三重点実現装置及び白金抵抗温

度計です。JCSS認定事業者は，これらの参照標

準を用いて，自らが所有するワーキングスタンダ

ードの各種定点実現装置，白金抵抗温度計，熱電

対，指示計器付温度計，ガラス製温度計等を校正

し，顧客ニーズに応えることになります。

（接触式）温度計のトレーサビリティが，この

ように定点実現装置及び白金抵抗温度計でつなが

っている理由は，1990年国際温度目盛（ITS-90）

において，平衡水素の三重点（13.803 3 K）から

銀の凝固点（961.78 ℃）までの領域の温度T90が，

白金抵抗温度計で定義されているためです。

熱電対は，ユーザにとっては比較的使い勝手の

良い温度計ですが，以下に記述するように校正に

当たって考慮すべき不確かさの要因は意外と多く

なっております。また，上位の温度計となる白金

抵抗温度計との比較校正法は，比較温槽等の評価

が困難な場合が多く，電気測定（抵抗・起電力測

定）系の不確かさも大きくなるため，小さな不確

かさで校正するのは難しいものとなっております。

5.2 熱電対の校正の不確かさ

JIS A 1412-1：1999「熱絶縁材の熱抵抗及び

熱伝導率の測定方法 - 第１部：保護熱板法（GHP

法）」では，熱伝導率校正板の両面の温度測定に

熱電対を用いるよう規定されております。ここで

は，熱電対の校正の不確かさの要因について簡単

に触れていきたいと思います。

これらの不確かさの要因は，参照標準となる貴

金属熱電対（Ｒ熱電対，Pt／Pd熱電対等）を用い

て，熱電対の校正を自ら行う場合に考慮すべき影

響の例です。したがって，熱電対の校正を，例え

ばJCSS認定事業者などに依頼する場合は，これ

らの影響は校正された熱電対の不確かさに含まれ

ます。

これらの影響の例の詳細は，「計量法校正事業

者認定制度不確かさの見積もりに関するガイド

接触式温度計（JCG213S11）」に記載されており

ます。この文書は，IAJapanのウェブページから

ダウンロードすることができます。

（1）熱電対校正用比較炉

① 参照温度計（貴金属熱電対）の不確かさ

・校正証明書記載値（基準接点0 ℃の時の測

温接点温度とその時の熱起電力の関係）か

ら求めます。

② 測定に用いる電圧計の不確かさ（校正及び分
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図２　常温付近（-40 ℃以上420 ℃以下）における
温度計のトレーサビリティ



解能に起因する電圧指示値の補正）

・例えば分解能は限界値から，校正に起因す

る補正は校正証明書から求めることができ

ます。

③ 寄生熱起電力の不確かさ（補償導線やセレク

タースイッチが用いられた場合の電圧補正）

・例えば逆相との切り替えで評価することが

できます。

④ 基準接点温度（0 ℃）における温度補正の不

確かさ

・用いる基準接点により異なります。純水から

実現した氷点ならば，例えばJIS Z 8710:1993

で規定されている±0.003 Kに温度安定性を

評価しても良いですし，電気式の基準（冷）

接点装置を評価しても良いでしょう。

⑤ 参照温度計の温度指示値の不確かさ

・標準偏差から求めることができます。

⑥ 参照温度計のドリフト

・低温度領域のみによる校正・使用の場合，

温度勾配への暴露による参照温度計のドリ

フトは考慮しなくても良いです。

⑦ 比較炉の温度分布に起因する温度補正の不確

かさ

・比較炉の温度分布は，あらかじめ評価して

おくことが必要です。

（2）被校正熱電対の熱起電力

① 電圧計の指示値

・標準偏差から求めることができます。

② 電圧計の不確かさ（校正及び分解能に起因す

る電圧指示値の補正）

・（1）②に同じです。

③ 寄生熱起電力の不確かさ

・（1）③に同じです。

④ 被校正熱電対の補償導線に起因する電圧補正

・例えば被校正対象の熱電対素線と補償導線

との間の熱起電力差を評価します。これは，

あらかじめある温度範囲で補償導線を試験

しておくことで評価することができます。

⑤ 基準接点温度（0 ℃）における温度補正の不

確かさ

・（1）④に同じです。

（3）この他，あらかじめ考慮しておくべき点

① 基準接点における温度変動

② 電磁障害の影響

③ 熱電対の機械的応力又は変形

④ 熱電対の不均質性（一般的に素線の焼き鈍し

状況，即ち素線ロットに依存します。）

⑤ 酸化

⑥ 合金の影響

⑦ 絶縁抵抗

ここに挙げた不確かさの影響のいくつかは，常

温付近のみでの使用が前提となるJIS A 1412-1:

1999の熱伝導率校正方法では影響が及ばないか

もしれませんが，それは使用温度領域の話です。

JCSS認定事業者が熱電対の定点校正を行う場合

の校正温度は，図２のトレーサビリティからもわ

かるとおり，ガリウム点（29.764 6 ℃）を超える

場合はインジウム点（156.598 5 ℃）となります

ので，使用する熱電対がこれらの温度でどのよう

な影響があるかを考慮する必要が出てくると思わ

れます。

この冊子を御覧の皆様におかれましては，建築

材料に関する御質問があった場合には建材試験セ

ンターにお問い合わせされるかと存じます。同様

に，温度計のみならず，各種計測器の校正，使用

法に関するお問い合わせは，IAJapanのウェブペ

ージに掲載されているASNITE認定校正事業者又

はJCSS認定事業者（国際MRA対応認定事業者）

にお問い合わせ下さい。
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1．建材試験センターにおける熱伝導率校

正について ああああああああああああ

建築分野，特に断熱材や保温材の熱伝導率は，

材料が多孔質であるという性質上，対流，放射伝

熱を含んだものである。このため，建築分野での

熱伝導率測定方法としては，定常法が主流であり，

その中でも代表的なものに保護熱板法（GHP法），

熱流計法（HFM法），平板比較法がある。最近で

は，扱いやすさ簡便さなどから熱流計法がよく使

われている。また，熱線法などの非定常測定法も，

測定時間の短さ扱いの簡便さなどから用いられる

ことが多い。

このうち，熱流計法は熱流計の出力が正確に校

正されていれば正確な測定が可能であるが，換言

すれば熱流計の校正がほとんど全てといっても良

く，平板比較法も事情は同じである。この校正を

行うために熱伝導率が正確に分かっている校正板

が必要不可欠であることは，論を待たない。また，

正確に熱伝導率がわかっている物質があれば，測

定法自体の検証が可能であり，新たな測定装置の

開発等に広く活用できる。

このため，材料の熱伝導率を測定するための精

度の高い，かつ国際的な標準化に対応できる測定

機関の必要性が高まっている。また，熱伝導率測

定装置を持ち，実際に測定を行っている機関にお

いても，品質管理上，装置のトレーサビリティー

を確保するための標準試料が要求されることが多

くなっている。これに対し，これまでは，日本国

内では熱伝導率に関してのトレーサビリティーを

確保することが難しいのが現状であった。

以上のような背景から，（財）建材試験センタ

ー中央試験所は，熱伝導率の校正事業者として，

MRA対応ASNITE校正事業者の認定を取得すべく

作業を行い，平成16年12月24日付で（独）製品評

価技術基盤機構（NITE）からASNITE校正認定事

業者として認定を受けた（認定番号：CG-0002）。

ASNITE校正の認定事業者としては，浜松ホトニ

クス（株）に次いで国内で２番目の認定となるが
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特集 ・熱伝導率校正機関 ④ 
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熱伝導率での認定は国内初である。

今回，中央試験所がMRA(Mutual Recognition

Arrangements）対応ASNITE校正の認定を取得し

たことにより，熱伝導率校正板等の校正が国際的

にトレーサブルであると認められることになる。

今回認定を受けた熱伝導率校正の範囲と最高測

定能力は，表１の通りである。校正の場合，測定

対象の試験体を校正品目と呼んでいる。校正品目

は，熱伝導率校正の目的や測定精度を保証する上

からも，以下の条件が必要となる。

校正品目の条件は以下のとおりである。

・寸法300×300mm，厚さ15～30mm

・表面が平滑で，厚さのばらつきが無い事

・標準的な保管状態で変化が生じない材質である

こと

これらの条件は，必須条件ということではないが，

この条件に合致しない校正品目は，場合によっては

ASNITE校正を行うことができない場合もある。

2．ASNITE熱伝導率校正用測定装置の概要

今回，認定を取得した熱伝導率測定装置を紹介

する。

校正板の熱伝導率を検定するための熱伝導率測

定装置は，保護熱板法（GHP法）測定装置であ

る。保護熱板法は，JIS A1412-1［熱絶縁材の熱

抵抗及び熱伝導率の測定方法－第１部：保護熱板

法（GHP法）］に規定されており，この規格は従

来からあった規格をISOと整合化させる目的で

1999年に制定されたものである。1989年以前は，

保温材の熱伝導率測定方法としては，JIS A 1412

（平板比較法），JIS A 1413（平板直接法）の２つ

の方法が制定されており，この内の平板直接法が

GHP法に相当する測定方法である。平板直接法

は，平板比較法のように熱伝導率既知の標準試料

との比較から熱伝導率を測定するのではなく，試

験体の熱伝導率を直接測定するという意味で名付

けられたものである。このため「絶対法」といっ

た言い方で呼ばれる場合もある。ちなみに，平板

比較法は，標準試料を熱流計に置き換えた形で
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JIS A 1412-2（熱流計法：HFM法）に受け継が

れている。

GHP法では，測定の方式として，試験体２枚

方式と試験体１枚方式とがあるが，校正板は単独

で使用するという性格上，試験体１枚方式での測

定を行う必要がある。

当所では，熱伝導率校正を専用に行うために，

試験体１枚方式保護熱板法熱伝導率測定装置を製

作した。この装置は，「基本に忠実」をコンセプ

トに，JIS規格の規定を忠実に再現したもので，

必要最小限の機能に限定したシンプルなものであ

る。このため，測定の簡便さ，迅速性等は，ある

程度犠牲にしている。

校正装置の概要を図１に示す。

装置は，校正品目を取り付ける測定部本体と制

御部及び計測部で構成されている。写真１に示し

たのが装置全体で，写真２が測定部本体，写真３

が制御部及び計測部である。

（1）測定部本体

測定部本体は，主として加熱板，冷却板，補助

熱板及び恒温槽とからなる。加熱板は150×

150mmの主熱板を幅75mmの保護熱板（ガードリ

ング）が取り囲む構造となっており，主熱板と保

護熱板とはギャップによって縁が切られている。

このギャップに示差熱電対が取り付けられてお

り，主熱板と保護熱板との間の温度差を検出し，

温度差をなくすように保護熱板を制御する構造と

なっている。

また，加熱板の上部には断熱材を挟んで補助熱

板が設けられており，この補助熱板と主熱板の間

にも示差熱電対が設けられている。この示差熱電

対により保護熱板と同様補助熱板と主熱板との間

で温度差が生じないように補助熱板を制御してい

る。さらに，この部分にはモニター用として熱流

計が埋め込まれており，補助熱板側への熱流が生

じていないことを確認している。
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写真１　ASNITE熱伝導率校正装置

写真２　測定部本体

写真３　制御部及び計測部



図１に示したように，校正品目の上部が加熱側，

下部が冷却側となっており，従って測定時の熱流

方向は下向きである。加熱版と補助熱板は一体と

なって架台に固定されており，冷却板がギヤとモ

ーターによって上下する機構となっている。校正

品目の厚さは，加熱版の４隅に取り付けたデプス

ゲージによって正確に調整される。

測定部本体は恒温槽内に納められ，全体が一定

の温度（校正品目の平均温度）に保たれるように

なっている。装置としての測定温度範囲は－10℃

～70℃であるが，今回認定を受けた温度範囲は

10℃～40℃である。これは，低温域あるいは高温

域では満足できる精度（不確かさ）を得ることが

難しいという判断からである。

（2）制御部

制御部は，主熱板用直流電源，保護熱板制御器，

補助熱板制御器及び冷却板温度調節器で構成され

ている。主熱板用直流電源には温度調節機能は付

けておらず，手動により一定の電力を供給するよ

うになっている。このため，温度的に定常状態に

なるまでの時間がかなりかかるが，完璧な定常状

態が実現される。保護熱板及び補助熱板は，前述

したように示差熱電対の出力を０Vとするように

調節計によって１μVのオーダーで調節される。

冷却板の温度調節は，一定温度の水あるいは不

凍液をヒートシンクに循環させ，ヒートシンクに

取り付けたヒーターで調節する機構になってい

る。ただし，一定温水を循環させる恒温水槽の温

度制御精度が非常に良いため，ヒーターでの制御

はほとんど不要である。

（3）計測部

計測は，校正品目の加熱側温度及び冷却側温度，

主熱板への供給電圧及び電流が主となる。温度の

測定は，箔状のT熱電対（厚さ70μｍ）と電子冷

却式冷接点を用いる。供給電流の測定は，標準抵

抗（0.1Ω）での電圧降下を測定して行う。

これらの測定量は，全て直流電圧で観測される

ため，それぞれ接触抵抗のない切替器を介して１

台のデジタルボルトメータで計測され，そのデー

タは，GP-IB，USBを経由してPCに取り込まれる。
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図１　校正装置概要



温度計（T熱電対）の校正は，T熱電対，電子

冷却式冷接点，切替器及びデジタルボルトメータ

を一体として行われる。

3．ASNITE熱伝導率校正の不確かさ

校正機関として認定されるためには，不確かさ

を推定する手順を持つことが必要不可欠となる。

このため，熱伝導率校正の不確かさ推定手順書を

制定し，不確かさの推定を行った。

不確かさ推定は，以下のステップで行った。

ステップ１：数式モデルの構築

ステップ２：不確かさ要因の抽出

ステップ３：要因別標準不確かさの推定

ステップ４：熱伝導率の合成標準不確かさの計算

ステップ５：拡張不確かさの算定

ステップ６：バジェットシートの作成

〈ステップ１：数式モデルの構築〉

熱伝導率の定義式

Φ　：試験体を通過する熱量（W）

ｄ　：試験体の厚さ（m）

Ａ　：加熱板の伝熱面積（m2）

ΔT：試験体の表面温度差（K）

なお，Φは次のように表わされる。

ここに，

Φm ：主熱板に供給される熱量（W）

i ：主熱板加熱回路を流れる電流（A）

Vm ：主熱板ヒーターの電圧（V）

Vs ：標準抵抗の電圧（V）

Rs ：標準抵抗の抵抗値（Ω）

Φimb ：非平衡による主熱板での熱移動量（W）

Φsub ：主熱板と逆流防止板間の熱移動（W）

Φgap ：主熱板と保護熱板のギャップでの熱移

動（W）

Φedge：熱板端面と周囲空気間の熱移動（W）

〈ステップ２：不確かさ要因の抽出〉

熱伝導率測定における不確かさの要因を列挙す

ると以下のようになる。

1）試験体通過熱量

（イ）主熱板の熱量（電力）測定

① 主熱板の電気ヒータの電圧測定

② 標準抵抗の電圧測定

③ 標準抵抗の校正

④ デジタルボルトメータ（DVM）の校正

（ロ）主熱板温度の非平衡状態

① 逆流防止板の温度制御

Φ 

Φ 

Φ Φ Φ Φ 

Φ Φ 
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図３　熱伝導率測定模式図

図４　主熱板ヒーター電力測定回路模式図



② 熱板ギャップ間の温度制御

③ 恒温槽内空気温度制御

2）試験体の厚さ測定

① ノギスの校正

② 測定値の読み取り

③ 繰り返し測定

④ 試験体の厚さの均一性

3）伝熱面積

① 辺の長さ

② 温度変化

③ 熱膨張率

4）温度差測定

① 熱電対の校正

② デジタルボルトメータの校正

③ 繰り返し測定

④ 温度の不均一性

〈ステップ３：要因別標準不確かさの推定〉

ステップ２で抽出した要因毎にそれぞれ標準不

確かさを推定した。推定には校正証明書あるいは

実験値等を用いたが，ここでは紙面の都合上，そ

の詳細については割愛する。

〈ステップ４：熱伝導率の合成標準不確かさの算

定〉

合成標準不確かさの推定式は，次式で表される。

ここに，

u（λ） ：熱伝導率の合成標準不確かさ

［W/（m×K）］

u（Φ） ：主熱板に供給される電力測定の不確

かさ（W）

u（d） ：試験体の厚さ測定の不確かさ（m2）

u（A） ：伝熱面積測定の不確かさ（m）

u（ΔT）：試験体の両面温度差測定の不確かさ

（K）

ci ：感度係数

〈ステップ５：拡張不確かさの算定〉

包含係数ｋ＝２を採用して，拡張不確かさを求

める。

〈ステップ６：バジェットシートの作成〉

以上，ステップ１～ステップ５を基に，拡張不

確かさをバジェットシートにより求めて，熱伝導

率校正の不確かさを推定した。バジェットシート

の一例を表２に示す。
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表２　バジェットシート（例）



〈７ページ注釈〉

1）Thermal Conductivity Measurements,
http://www2.bfrl.nist.gov/projects/projcontain.asp?cc

=8634119000
2）NPL, National Measurement System, Thermal Metrolo-

gy Programme
http://www.npl.co.uk/thermal/past_programmes/

1998-2001/thermal.pdf
3）PTB, Working Group 1.74 Thermal Conductivity

http://www.ptb.de/en/org/1/17/174/index.htm

4）BIPM, Working Groups
http://www1.bipm.org/en/committees/cc/cct/

working_groups.html
5）田中充，国際相互承認の現状と今後の取り組み，AIST

Today, 2004, 10, p.14.
http://www.nmij.jp/news/today/2004_10_14-15.pdf

6）瀬田勝男，計量標準国際相互承認へ向けての活動，
AIST Today, 2001, 7, p.26.
http://www.nmij.jp/news/past/01-07seta.pdf

また，最高測定能力を決定するために，様々な

条件での不確かさの推定を行った。一例として，

温度差を20℃として厚さ別に拡張不確かさ（K=2）

を計算した結果を図５，図６に示す。ここでは，

熱伝導率をパラメータにした場合と熱量をパラメ

ータにした場合の２通りで示している。

4．おわりに

国内初の熱伝導率校正機関としての認定を受け

たことに関して，その内容を特集として紹介させ

ていただいた。熱伝導率校正は，業務としては始

まったばかりであり，本格的にはこれからである。

また，国家標準とトレーサブルな標準物質では

ないが，熱伝導率校正用標準版（熱伝導率校正板）

を供給するために，現在内部で検討中であり，近

いうちにまた紹介させていただきたいと考えてい

る。今後，当所での熱伝導率校正が活用されるこ

とを期待している。

・ASNITE校正に関するお問い合わせ：

品質管理室　TEL 048-931-7208

・校正（熱伝導率）の技術的な内容についてのお

問い合わせ：環境グループ　TEL 048-935-1994
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図５　熱伝導率と拡張不確かさ

図６　熱量と拡張不確かさ
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1．試験の内容

株式会社エーアンドエーマテリアル及び株式会

社免制震ディバイスで開発した免震装置（ころが

り支承）と柱で構成される柱部材について，当試

験所の「防耐火性能試験・評価業務方法書」に準

じて柱の３時間の載荷加熱試験を行い，加熱中及

び加熱終了後の試験体各部の温度，変位量の測定

及び外観観察を行った。

2．試　験　体

試験体は，上記の２社により提出されたもので，

試験体の構造，形状，寸法を図１，２，３に外観

を写真１及び写真２に示す。試験体数は１種類１

体である。

試験体は，上下のPC板（厚さ300mm）に取付

いた免震装置（ころがり支承）とそのPC板の上

下に取付く仮想の鋼管柱で構成されている。

上下のガイドレール（長さ1150mm，水平面に

溝４列，鉛直面にそれぞれ溝１列）を直交するよ

うに配置し，上下のガイドブロックにボールベア

リング（φ16.669mm）を介し連結している。な

お上下のガイドブロックはブロック通しボルト

（Ｍ20）により接合してある。

また，そのガイドレールとフランジプレートを

レール固定ボルト（Ｍ20）を使用して固定し，さ

らにそのフランジプレートとPC板は，アンカー

プレートを介し，プレート固定ボルト（Ｍ22）で

接合してある。

試験報告

免震装置（ころがり支承）の耐火性能試験

この欄で掲載する報告書は依頼者の了解を得たものです。

（受付第04A1953号）

写真１　免震装置（ころがり支承）の試験前の状況

写真２　試験前の試験体の状況



なお，仮想の柱の耐火被覆材は，繊維混入けい

酸カルシウム板，厚さ25mm２枚とセラミックフ

ァイバーブランケット，厚さ50mm２枚を積層し

たものである。

免震装置の耐火被覆材は，繊維混入けい酸カル

シウム板（厚さ50mm，２枚張り）を張ったもの

である。取付け方法は，上下のPC板にアンカーボ

ルト（Ｍ10，長さ60mm）で固定された被覆材留

付け用鋼製下地材（Ｌ－100×50×4.5mm）にナッ

ト（３カ所）を溶接し，耐火被覆材に単管を挿入

し，被覆材留付けボルト（Ｍ６）で取付けてある。

また，耐火被覆材の繊維混入けい酸カルシウム板

の目地部は，グラファイト系加熱膨張材（厚さ３

mm）を２枚取り付け，無載荷時の状態で10mmの

隙間が生じるように施工されている。なお，断熱

材の裏側には，セラミックファイバーブランケッ

ト（幅50mm×厚さ12.5mm）が内張りしてある。

3．試験方法

3.1 試験

試験は，当試験所の「防耐火性能試験・評価業

務方法書」に準じて，３時間の柱と免震装置（ころ

がり支承）で構成される柱部材の載荷加熱試験を行

った後，13時間の冷却時間中，載荷を継続し，荷重

支持能力に伴う変位量の測定，加熱中及び加熱後の

各部の温度測定及び試験体の外観観察を行った。

3.2 試験体の設置

試験体の設置状況を写真３に示す。

3.3 加熱

加熱は試験体の表面から10cm離れた位置（図

２及び図４）の熱電対の熱接点（合計10点）の示

す温度が下記の式で示されるような標準加熱曲線

に沿うように行った。

Ｔ＝345log10（8ｔ＋１）＋20

Ｔ：平均炉内温度（℃）

ｔ：試験の経過時間（分）

3.4 載荷荷重

図２に示すように，仮想柱の頂部に中心載荷荷

重2500kNを加えた。

3.5 試験体変位量の測定

試験体の変位量測定は，図４に示す上部仮想柱

の頂部の位置を電気式変位計を用いて，デジタル

変位測定装置で30秒毎に測定した。

3.6 試験体各部の温度測定

試験体各部の温度は，図２及び図３に示す位置

にＫ熱電対の熱接点を配置し，デジタル温度測定

記録装置を用いて30秒毎に測定した。

3.7 観察

加熱中，加熱後13時間の冷却時間中及び試験体

脱炉後の試験体の状況を目視によって観察し，写

真に記録した。

4．試験結果

（1）加熱温度測定結果を図５に示す。

（2）試験荷重及び軸方向変位測定結果を図６に示

す。

（3）各部の温度測定結果を図７～図10に示す。

（4）試験体の軸方向変位結果を表１に示す。

（5）各部の温度結果を表２に示す。

（6）試験体の外観観察状況を写真４，５，６に示

す。

5．ま　と　め

（1）載荷加熱時間（３時間）及び載荷加熱時間の

16時間の冷却時間中，載荷を継続した結果，

耐火上有害となるような変形は生じず，載荷

荷重を支持し続けた。

（2）試験中及び試験終了後まで，観察を行ったが，耐

火上有害となるような火気の残存はなかった。

（3）加熱終了後，手動で免震装置（ころがり支承）

を動かした結果，支障なく可動できた。（写

真６参照）
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図５　加熱温度測定結果

図６　荷重・軸方向変位測定結果
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表１　試験体の軸方向変位測定結果

表２　各部の温度測定結果

写真４　試験終了後の試験体の状況

写真６　試験後の免震装置(ころがり支承)の状況



6．試験の期間，担当者及び場所

期間：平成16年10月28日

担当者：防耐火グループ

試験監督者：川端　義雄

試験責任者：西田　一郎

試験実施者：西田　一郎

場所：株式会社フジタ技術センター

注）今回掲載している図，写真以外は掲載を

省略しています。
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コメント・・・・・

現在，免震装置は，天然ゴム系積層ゴム，鉛フ

ラグ入り天然ゴム系積層ゴム，高減衰積層ゴム，

滑り支承，ころがり支承等と色々開発されていて，

１つの建物に複数の種類の免震装置を組み合わせ

て使用されることが多いようである。

この試験は，ある公共建築物の耐震改修で使わ

れる免震装置の載荷加熱試験を行ったものであ

る。現在，性能評価機関の耐火炉の設備では，載

荷加熱試験を行った場合に免震装置が破壊に至る

過程で，滑っていく可能性があるため，装置に少

し手を加えないことには試験実施が困難である。

よって，一般認定という形でのころがり支承の国

土交通大臣認定はでていない。今回の試験は，株

式会社フジタ技術センターの複合耐火炉を借用し

て耐火試験を実施したものである。なお，論ずる

までもないが，当試験所の担当者が，試験装置の

精度チェック（ロードセル，変位計及び計測器等）

を試験実施前に行い，当試験所の責任で試験を実

施したものである。また，この試験は，日本建築

センターで行うルートＣといわれる評価のための

基礎資料となるものである。

本来，基礎部分に免震装置を取り付ける場合は，

耐火被覆を必要としないが，中間階免震を行い，

駐車場に使用するケースがあると聞いている。こ

の場合，火災の危険性があるため，耐火被覆が必

要となる。

今回の免震装置の試験は，ルートAと称する一

般認定を行うための業務方法書に準じて試験を行

っていることから，その業務方法書の解説を以下

に示す。国土交通大臣認定の対象部位としては，

柱の評価で認定を出すことになる。

現在，免震装置の評価は，性能担保温度が決定

されていないものは，温度による評価が実施不可

能なため，載荷加熱試験による評価を実施しなく

てはならない。

唯一，性能担保温度による評価が可能な材料は，

天然ゴム系積層ゴム（鉛フラグ入りを含む）で，

既に一般認定がでている。これらについては，日

本免震構造協会が，天然ゴム系積層ゴムを作製し

ている協会加盟の全メーカーの天燃ゴムを財団法

人化学物質評価機構に依頼し，JIS K 6254の圧縮

強度試験により性能低下を起こさないことを確認

して性能担保温度を決定している。

また，業務方法書による載荷加熱試験の判定は，

柱に免震装置を組み込んだ形で，試験を実施し，

規定値（最大軸方向収縮量(mm)：ｈ/100，最大

軸方向収縮速度(mm/分)：3ｈ/1000，ｈ：試験体

の初期高さ(mm)）以下で，荷重支持能力がある

ことを証明することになる。

ここで，問題となるのが，試験体高さｈをどこ

にするかということになる。今回は，業務方法書

が3000mm以上の柱ということを規定しているこ

とから，加熱に曝されている部分を試験体高さと

した。

また，免震装置の上下PC板に仮想の鋼管柱を

取り付けて試験を実施している。一般的には，鉄

筋コンクリート柱に免震装置が取り付くことにな

るが，今回は，軽量で，鉄筋コンクリートよりも

（

（



熱の影響を受けやすい脆弱な鋼管柱で試験を実施

した。

今回の試験結果から変位量は，熱による伸びの

状態で，破壊方向の収縮が見られない状況であっ

た。よって，荷重支持能力が十分に満足する値と

なっている。また，性能担保温度での評価では，

免震構造協会が，通常の火災後も免震装置を取り

替えないで使用可能な温度を設定している。とこ

ろが，載荷加熱試験による判定では，温度は全く

関係なくなる。そのため，最大軸方向収縮量

(mm)：ｈ/100，最大軸方向収縮速度(mm/分)：3

ｈ/1000の規定値では，壊れる寸前の塑性変形ま

で許容しているため，耐火被覆材を限りなく薄く

できるメリットがある。しかしながら，業務方法

書では，建物が火災により倒壊しなければ良いと

いう最低の基準を決めているのみであるため，極

端に薄い耐火被覆材で施工したために，通常火災

後に免震装置の機能が成さなくなり取り替えなく

てはならないケースもでてくる可能性もある。よ

って，メーカー及び設計者側は，ユーザー側に対

して使用上の説明責任を十分に行う必要があるだ

ろう。

今回の載荷加熱試験は，十分な耐火被覆材が施

されているため，内部の温度が最高でも136℃で

あった。更に試験終了後の手動による可動確認で

も容易に可動できたため，通常の火災では，免震

装置は取り替えなくても使用可能であると判断さ

れた。

当試験所でも今後，載荷加熱試験により，天然

ゴム系積層ゴム及び鉛フラグ入り天然ゴム系積層

ゴム以外の免震装置に対して，一般認定の試験に

対応できるよう設備を一部改造する予定にしてい

る。

（文責：防耐火グループ　西田一郎）
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平成７年１月17日に発生した兵庫県南部地震か

ら10年という時間が経過した。

平成17年２月25日には中央防災会議・首都直下

地震対策専門調査会から首都圏直下地震が起きた

際の被害想定が発表された。発表によると，この

地震による被害者数，建物の倒壊などの被害は甚

大になると予想されている。実際に都市部の直下

型地震であった兵庫県南部地震では，多くの木造

住宅が倒壊等の被害を受けた。その後の調査で被

害を受けた建物は，昭和56年に施行された新耐震

基準前の古い木造軸組工法住宅であった。それを

受け，平成12年の建築基準法の改正により，木造

軸組工法の建物においても構造計算の枠組みが整

備され，仕様規定の充実が図られるなど多くの規

定が改められた。

平成12年に制定された住宅の品質確保の促進等

に関する法律，いわゆる品確法では，評価基準に

床倍率という新しい概念が導入されている。また，

準耐力壁やたれ壁，腰壁等も耐力要素として加算

することができるようになった。しかしながら，

これらは鉛直方向の耐力要素（耐力壁，準耐力壁

など）がバランスよく配置されていることの他に，

床や屋根などの水平構面に関して，次の２つを満

たしていることが前提となっている。ひとつは水

平構面が地震等に対して十分な強度を確保してい

ること。もうひとつは水平構面の面内せん断剛性

を十分に確保していることである。この理由は強

度が足りなければ水平構面が破壊し，建物自体が

破壊してしまうためである。また，剛性が低いと

水平構面の変形が大きくなることにより鉛直方向

の耐力要素の変形も大きくなり，過大な力を受け

ることとなるためである。

そこで本号では，水平構面のうちの床倍率評価

のための木造床組の面内せん断試験方法について

紹介する。

試験体の仕様は，実状に合わせた現実的なもの

とする。以下に標準的な試験体の仕様を示す。

（1）試験体の形状

標準的な試験体例の形状を図１に示す。試験体

は，幅1820mm又は2000mm，高さ2730mm又は

3000mm（芯々寸法）程度を標準としている。床

組は梁，胴差，根太等で構成する。

（2）使用木材

① 使用する木材は梁，胴差，桁にべいまつ製材

を使用し，根太はすぎ製材を使用する。また，

梁せいは150mmとする。

② 梁又は桁はJAS甲種構造材３級程度とする。

③ 含水率は20％以下，密度はべいまつ製材で

0.54g/cm3，すぎ製材で0.42g/cm3程度を目安

とする。試験に使用する木材の物性確認とし

て，試験前又は試験後に含水率及び密度の測

建材試験情報４　’0528

木造床組の面内せん断試験方法

上山耕平＊

試験のみどころ・おさえどころ

１．はじめに

２．試験体

＊（財）建材試験センター中央試験所　品質性能部構造グループ



定を実施するとよい。なお，含水率及び密度

の測定は全ての試験体の全部材について実施

する。

（3）仕口

仕口の構造方法は実際の仕様（大入れ蟻掛けま

たは大入れ鎌掛け＋羽子板ボルト等）とする。

（4）試験体の方向性

面材や下地の張り方に，方向性がある場合は両

方向についての性能を確認する必要がある。

（5）試験体数

試験体数は３体以上とする。

木造床組の面内せん断試験の試

験方法には，柱脚固定式，JIS A

1414のタイロッド式又は試験体

の梁及び桁をタイロッドで拘束す

る方法がある。本稿では，これら

の試験方法のなかで最も実績のあ

るJIS A 1414のタイロッド式試験

方法及び評価方法について，その

みどころ・おさえどころを紹介す

る。

面内せん断試験装置の例を図２

に示す。木造床組は水平構面であ

るが，耐力壁の面内せん断試験と

同様に試験体を垂直にたてて，上

下に梁，両側に桁を配し，試験を

行っている。

（1）加力装置

試験では，試験体に適切な繰り

返し荷重が加えられる加力装置を

使用する。当センターでは，面内

せん断試験装置とコンピューターによる自動制御

式の加力試験機を使用し，迅速かつ人的要因（試

験実施者）によるばらつき防止に努めている。

（2）測定装置

変位測定は，電気式変位計（容量：300mm及

び100mm，非直線性：0.3及び0.1％RO，感度：

33.33×10－６／mm及び100×10－６／mm）を使用

し，動ひずみアンプ又はデータロガーを用いて荷

重及び変位データを連続的にコンピューターに記

録する。

測定は，上下に配した梁の水平方向変位（DG

１及びDG２），両側に配した桁下部の鉛直方向変

位（DG３及びDG４）について行う。また，試験

時には，タイロッドの浮き上がり拘束力をタイロ
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ッドに貼付したひずみゲージで測定する。

（3）試験体の設置

試験体は，Ｍ16ボルトと座金ｔ9.0×Ｗ80mmを

用いて，梁下部の３箇所を試験装置に固定する。

タイロッドには，最初にレンチ等である程度ナッ

トを締め付けてなじませた後，一端ナットを緩め

る。その後，試験体に大きな拘束力を加えないよ

うにナットを手締めとする。大きな拘束力を加え

ないようナットを手締めにする点が試験を実施す

る際の注意点となる。

（4）加力方法

試験体の下側の梁を面内せん断試験装置の固定

台に緊結した後，加力中の試験体の面外倒れを防

ぐため上側の梁に振れ止めを取付け，荷重が試験

体にスムーズに伝達できるようにする。その後，

上側の梁に加力用ジグを介して荷重を加え，試験

体にせん断変形を与える。加力方法の詳細は，以

下に示す。

イ）正負交番繰り返し加力とし，繰り返しは，原

則として真のせん断変形角が１／600，１／450，

１／300，１／200，１／150，１／100，１／75，

１／50radの正負変形時を各１回行う。この正

負の繰り返しが１回となるのが耐力壁の面内せ

ん断試験と異なる点である。

ロ）その後，正加力側で加力を行い，最大荷重に

達した後，最大荷重の80％の荷重に低下するま

で又は真のせん断変形角が１／15rad以上に達

するまで加力を行う。

試験で得られた荷重－せん断変形曲線を用い

て，荷重－せん断変形包絡線及び完全弾塑性モデ
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ルの作成，短期基準せん断耐力の算出を行う。た

だし，荷重－せん断変形曲線に用いる変位は，真

のせん断変形｛δ＝DG１－DG２－（DG３－DG

４）×H／B｝とする。図３に作成例を示す。また，

当センターでは面内せん断試験のデータ解析ソフ

トを開発し，迅速に評価できる体制をとっている。

（1）包絡線の作成

最大荷重は，破壊荷重時のせん断変形角が１／

15rad以下の場合には，その値を最大荷重として

扱い，破壊荷重が１／15radを超える場合には，

変形角が１／15radに達するまでに得られた荷重

の最大値を最大荷重とする。

試験で得られた荷重－せん断変形曲線をもとに

各加力段階の曲線を連続的につなぎ合わせ，上位

包絡線を作成する。これを荷重－せん断変形包絡

線とする。

（2）短期基準せん断耐力の算出

短期基準せん断耐力(Po)は，次の（ａ）～（ｄ）

で求めた耐力の平均値に，それぞれのばらつき係

数を乗じて算出した値のうち最も小さい値とす

る。ばらつき係数は，母集団の分布形を正規分布

とみなし，統計的処理に基づく信頼水準75％の

50％下側許容限界値をもとに(ｉ)式より求める。

ばらつき係数＝１－CV・k ・・・（ｉ）

ここに，CV：変動係数

k：0.471（ｎ＝３）

なお，降伏耐力Pyを含め，初期剛性k，終局耐

力Pu及び構造特定係数Dsは，荷重－せん断変形

曲線の包絡線より以下の手順に従って求める。

① 包絡線上の0.1Pmaxと0.4Pmaxを結ぶ直線

（第Ⅰ直線）を引く。

② 包絡線上の0.4Pmaxと0.9Pmaxを結ぶ直線

（第Ⅱ直線）を引く。

③ 包絡線に接するまで第Ⅱ直線を平行移動し，

これを第Ⅲ直線とする。

④ 第Ⅰ直線と第Ⅲ直線との交点の荷重を降伏荷

重Pyとし，この点からＸ軸に平行に直線

（第Ⅳ直線）を引く。

⑤ 第Ⅳ直線と包絡線との交点の変位を元モデル

の降伏変位δｙとする。

⑥ 原点と（δｙ，Py）を結ぶ直線（第Ⅴ直線）

を初期剛性Ｋと定める。

⑦ 最大荷重後の0.8Pmax荷重低下域の包絡線上

の変位または１／15radのいずれか小さい変

位を終局変位δｕと定める。

⑧ 包絡線とＸ軸及びδｕで囲まれている面積を

Ｓとする。

⑨ 第Ⅴ直線とδｕとＸ軸及びＸ軸に平行な直線

に囲まれる台形の面積がＳと等しくなるよう

にＸ軸に平行な直線（第Ⅵ直線）を引く。

⑩ 第Ⅴ直線と第Ⅵ直線との交点荷重を完全弾塑

性モデルの降伏耐力と定め，これを終局耐力

Puと読み替える。そのときの変位を完全弾

塑性モデルの降伏点変位δｖとする。
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⑪ （δｖ／δｕ）を塑性率μとする。

⑫ 塑性率μを用い，

とする。

（3）床倍率の算出

床倍率の算出は次の式を用いて求める。

なお，短期許容せん断耐力Paは，耐力に影響

を及ぼす係数αを短期基準せん断耐力Poに乗じ

た値である。耐力に影響を及ぼす係数αは，床板，

構成材料の耐久性・使用環境の影響，施工性の影

響等を勘案して定める係数である。

試験報告書には次の事項を記載する。

（1）試験体

① 試験体の寸法・形状図等

② 接合方法

③ 木材の種類，品質，含水率，密度等

④ 試験体個数

（2）試験方法（別表）

（3）試験結果

① 短期基準せん断耐力

② 降伏耐力Py，（0.2／Ds）×Pu，最大耐力

Pmaxの２／３，特定変形時の耐力時の荷重

（別表）

③ 降伏耐力，終局耐力及び構造特性係数等（別

表）

④ 荷重－せん断変形曲線（包絡線及び完全弾塑

性モデルを含む），荷重－変形角曲線等（別

図）

⑤ 破壊状況（別表及び写真）

（4）試験期間，担当者及び場所

今回紹介した試験方法は，性能評価業務で定め

た業務方法書に準じて実施しているものであり，

当センターは性能評価機関としても数多くの実績

がある。この実績をもとに依頼者に適切なアドバ

イスができるような体制を整えているので，お気

軽にお問い合せ頂きたい。

次号では，水平構面のうちの木造小屋組の面内

せん断試験について紹介する予定である。

問い合せ先　担当：構造グループ

Tel ：048－935－9000

Fax：048－931－8684
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床倍率＝Ｐａ×（１／1.96）×（１／Ｌ）

但し，Pa：短期許容せん断耐力

＝短期基準せん断耐力Po×α（kN）

1.96：床倍率＝１を算定する数値（kN/m）

Ｌ：床の有効長さ（幅）（ｍ）
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前回ではTAG８以前の建築関連の国際規格の動

きについて触れましたが，当時は規格の対象にな

る作業分野，項目などにヨ－ロッパ規格即ち

CENを中心にそれと併せてユ－ロコ－ドと称さ

れた建造物の構造安全法規が大きな力をもってい

ました。当時の調査項目としてTAG8の議長

Mr. Odd.Lyng から示された建築分野におけるISO

の方策と声明が1998年の２月の会議に示されまし

た。

蜷TAG8委員会

対象となった重要なTC及びSCはつぎのとおり

です。

1）作業項目とコミッテイ

TC 10 Technical drawing（技術製図）

TC 43 Acoustics（吸音）

TC 59/ building construction（建築構造一般）

/SC1 Dimensional coordination（寸法）

/SC2 Terminology（用語）

/SC3 Functional/user requirements（機能

とユザ－の要求）

/SC4 Limits and fits （嵌め合いと限界）

/SC13 Organization of information in the

processes of design, manufacture

and construction（デザイン，生産，

と建設の情報組織）

TC 92 Fire test（火災試験）

TC 98 Bases for design of structure（構造設計）

TC163 Thermal insulation（断熱）

/SC1 Test and measurement methods

（試験と測定の手順）

/SC2 Calculation method（測定の計算方法）

2）個々のTCでも建築全体として関連する規格

TC71 Concrete,Reinforcedconcrete, Prestressed

（鉄筋コンクリ－ト，プレストレスコン

クリト）

TC165 Timber structure（木構造）

TC167 Steel and aluminum structures

（鋼製・アルミニウム構造）

TC179 Masonry（組石造）

TC182 Geotechnics（地盤）

3）ISOの全般からみて幾つかの必要な建築製品

TC 17  Steel（鋼材）

/SC16 Reinforcement steel（鉄筋）

TC21 Equipment for fire protection and fire

fighting（防火設備と消火機器）

TC55 Swan timber（挽き割り材）

TC74 Cement test method（セメント試験方法）

TC138 Plastic pipe（プラスティツク　パイプ）

TC160 Glass in building（建築用ガラス）

TC162 Doors and Windows（ドアと窓）

TC163 Thermal insulation

/SC3 建材用の断熱材の生産

ヨ－ロッパでは幾つかの材料，構成材のコミッ
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ティが長い間放置されたままになっていたり又は

初期の価値に満足していると見て，Mr. Odd.Lyng

議長はこれら建築分野の国際規格についてISO ポ

リシイの見直しでヨ－ロッパ以外の地域の提案を

もう一つの案としてTAG 8に包含したいと考えこ

れについての討議を考えていました。

この建築，土木の標準化に関連する基本事項と

して技術と管理上の調和の必要性，またある分野

では効率の良い開発と洗練された構成材の生産と

合理的な建設工法は優位な建築生産に繋がるデザ

インと考えていました。

蜷建築材料とTAG8勧告

最も伝統的な建築材料，例えばレンガ，セメント

木材の多くはその地方で低コストで生産できる，他

には原材料を使う，しかしこれは何処にもある訳で

ないが大きなマ－ケットを持っている場合がある。

これらについて標準化を進めて行くためにはつぎ

の６つの条件を挙げており，TAG８ではこれらを基

本に作業と見直しを進めて行くとしていました。

１）用語とその定義，２）性能評価の表示，計

画の図面，書類などのデ－タの構成，３）デザイ

ンのための試験方法，計算手法の基本ル－ル，４）

産品のディメンショナルコ－デイネ－ション，５）

品質保証　６）各地域間の流通。

この勧告は標準化作業に大きな影響を与えてい

ます。

そのTAG8勧告による効果としてISO/TC10-

Tchnical drawing がその例でしょう。10年前まで

は電算機（CAD）を使った設計は初歩の段階で

したが，今ではこのコンピュタ－による設計が主

になり造園製図もISO規格の一部に含まれていま

す。以前では幾つかの図面（Layer）を組み合わ

せ重ねて一気に図面を完成させるなどは考えても

出来なかった事でした。しかし，今でも建築製図

での平面と機械製図の平面の設定基準は異なって

おり，建築分野では基礎を作る時の水盛りやり方

のように，空中に引かれた一本の仮想線から斜面

の傾斜や地面の凹凸を修正して基準になる平面を

設定しますが，機械の分野では基準になる絶対平

面を作りそれをもとに構造物を作ったり組み立て

たりしています。現在，このISO/TC/10/SC8-建

築製図の委員会には千葉工業大学の寺井達夫助教

授が出席されています。

蜷寸法の取り方のちがい

具体的な作業が進むにつれて標準化にともなう

いろいろの問題がある事に気が付きました。

その一つとして問題になったのはプラスチック

パイプと鋼管パイプの径の表示が違うことです。

これは製造方法の違いによるものです。プラスチ

ックは内径寸法で表し鋼管は外形寸法で表すこと

になるので同じサイズのプラスチックと鋼管をつ

なげるには菅はソケットを入れればよいのではな

いかと話題になりました。

又わが国の建築平面図の寸法は，わが国では基

準法で芯抑えが一般に使われていますが，TC59

（ 建 築 一 般 構 造 ） の ロ ン ド ン 会 議 で 面 抑 え

（Boundary）か芯抑え（Axis）にするかが討議に

なりました。ドイツの代表は日本の代表の方は耳

を塞いでもらいたいと前置きをして，日本の住宅

は紙と板で出来ているので芯押さえで十分その大

きさが表現できるが，ドイツなど北ヨ－ロッパで

は壁の厚さが30cm或いはそれ以上で芯で決めて

も何の意味もない，と言う発言があり，出席者の

賛同を得て，ISO規格は面抑えと言う結果となり

ました。

日本の京間では，柱の面抑えであり同じ考え方

です。最近日本でも不動産関係ではコンクリ－ト

住宅では面抑えが使われているようです。

そこで余談ですが，タイのバンコックで郊外の

住宅を見ますと外壁だけで建てられていて，室内

側即ち外壁の裏側にオイルペンキを塗って仕上げ

ていました。これならばBoundaryで十分理解で
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きます。

蜷サウジアラビアの想出

少し古い話ですが，私が直面した問題の一つに

1975年のちょうど日本が石油の輸入確保の見返り

にサウジアラビア王国に工業製品の標準化に協力

するために出かけた事があります。この時は工業

技術院材料規格課の田村尹行氏，前号でご紹介し

た若木和夫氏他２名もご一諸でした。サウジアラ

ビア側の要求は日本からの鉄筋と英国からの輸入

される鉄筋の規格が異なるので輸入規格を作りた

いとの事で，私達は驚いてISO規格の概念を説明

し，ちょうどアメリカから来られていたコンサル

タントとにも賛同してもらった事もありました。

当時２リットル入りの飲み水が87円で燃料のガソ

リンが１リットル18円と羨ましい話でしたが禁酒

国で大使館内の治外法圏では飲めますが，外国人

は直ぐ飲めるようになるとここの長官に言われ此

処に住んで協力してほしいとのことでしたがお断

り致しました。大きなパ－テ－ィでも飲み物はペ

プシコ－ラで乾杯です。アラビアの人はそんなに

飲まないかと思っていたところ，飛行機に乗ると

途端にベ－ルをはずし離陸と同時にスチュワ－デ

スにアルコ－ルを注文していました。

蜷TAG8議長Mr. Odd.Lyngとの想出

TAG8の議長をされていたMr.Odd.Lyng 議長が昨

年（2004年）11月に癌で亡くなられました。心から

哀悼の意を表したいと思います。ノルウエ－の建築

家であり画家でもあり毎年素晴らしい手書きのクリ

スマスカ－ドを送ってくれました。ISOの会議では，

TC59, TC162, TAG8などジュネ－ブからブラッセル，

ロンドン，アトランタそしてオスロ，東京と何時も

会議後も一緒に夕食を頂いておりました。オスロで

Mr.Odd.Lyngご夫妻とTC162のセクレタリ－夫妻と

私も身障者になってからなので家内同伴６人での食

事です。オスロでは当然トナカイのステ－キとなる

ところですが，山鳩のグリルを選びました。すると

演出かもしれませんでしたが食べているうちに小さ

な猟銃の弾が一人の鳥料理から出てきて銀のお皿に

チャリンと音を立てました。これは野生のものです

からとホテル側は我々の会話を楽しませてくれまし

た。乾杯は皆で赤ワインを飲みましたが，アルコ－

ルが飲めない人もいたので，私がホテル側に聞きま

すと全く外観は変わらないノンアルコ－ルのワイン

も準備してくれたようでホテル側の気の使い方に安

心いたしました。

又，Mr.Odd.lyng はオスロからジュネ－ブまで

は良く小型機セスナを操縦して会議に来ていまし

た。彼の話に依ると，ある時オスロに帰る途中向

かい風で燃料が少なくなり途中のノルウェーの空

軍基地に降りようと連絡したのですが，相手は無

線に出ず滑走路も真っ暗で人影もなくやっとの思

いで着陸管制室へたどり着いたら全員が酔っ払っ

ていたそうです。でも燃料は補給できたそうです。

又アトランタのTC59の会議での後も，ご夫人同

伴のアメリカスタイルで食事ということになり，

10人を越す賛同者が集まり，そこで日本食レスト

ラン「燦鳥居」というサントリ－系の比較的安い

レストランに行き，すき焼きとてんぷらそして

ビ－ルと日本酒で皆さん喜んでくれました。日本

からは現文化芸術大学の古瀬敏教授もご一緒でし

た。皆で会費を払うと言ってくれたのですが，そ

の時Mr.Odd.Lyng は立ち上がってコップの端を

チンチンとならして“今日は日本からのご馳走で

す。有り難う”で終りました。

又ISO/TC162の東京会議では前夜祭を私の家で

行いその時もMr.Odd.Lyng は参加してくれまし

た。彼とは金物の標準化を日本でやって欲しい，

ドア，窓など国際間による要求性能の違い，又ヨ

ーロッパとそれ以外の地域での風土気候の違いを

どう扱うかCEN規格とISO規格のウィーン協定な

ど多くを話しあったのですが，もう彼と話が出来

ない事はたいへん残念です。
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４月１日，建材試験センターは新JIS制度にお

ける登録認証機関として，経済産業省へ登録申請

を行いました。

今回申請した認証の区分（159規格）である日

本工業規格の番号及び名称をお知らせします。ご

不明な点は標準部標準管理課へご連絡下さい。

標準部標準管理課：03-3664-9251
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たより

新JIS制度の動き⑤

認証の区分



建材試験情報４　’05 37



建材試験情報４　’0538

〈制定の経緯〉

最近，建材から放散される化学物質による室内

空気の汚染が問題となっている。ホルムアルデヒ

ドについては，2004年７月に建築基準法の改正が

行われ，室内に使用可能な材料が制限されるよう

になった。

化学物質への対策としては，まず換気や化学物

質放散の少ない建材の使用が挙げられる。また，そ

れらに加えて化学物質を低減化させる性能を持つ

建材が流通するようになり，注目されてきている。

しかし，現時点では低減化性能に関する試験方

法は様々な種類があり，統一されていないために

比較が困難であった。

従来行われてきた，建材の化学物質低減性能測

定方法の一例として，テドラバッグ等の容器を使

用した方法が挙げられる。これは高濃度（数～数

十ppm）の化学物質と試験体をテドラバッグ等の

容器に一定時間密封・静置して，容器内の化学物

質気中濃度の減衰を測定するというものである。

しかし，この方法では実際の室内を模していると

は言い難い。理由として，化学物質濃度が非常に

高いこと，化学物質の供給が初期のみであること

等が挙げられる。

そのため，化学物質の低減性能を持つ建材の適

切な評価が可能な試験方法が要望されてきた。そ

こで当財団は，小形チャンバーを用いた低減化性

能の試験方法の検討を重ね，最近は一般の試験と

して受託するに至っている。

今回，この試験方法をさらに適切な評価法と

すべく，当財団の標準化規程に基づき専門委員会

(委員長：加藤信介東京大学生産研究所教授）を平

成15年度に設置し，検討を加えて，JSTM（建材

試験センター規格)として制定することにより標準

化された試験方法の定着をはかることとした。

〈試験の目的〉

厚生労働省の示す室内濃度指針値に近い濃度中

での，建材の化学物質低減性能を測定・評価する

ことが本試験方法の目的である。

建材の放散する化学物質は過去に比べ格段に減少

してきたため，化学物質の低減性能を実際的に評価

するには厚生労働省指針値に近い濃度中での性能を

知ることに意義がある。また，実際の居住環境では放

散源は室内に存在し続けるため，試験期間を通して

化学物質濃度が一定に持続することも重要である。

なお，厚生労働省の示す室内濃度指針値はホル

ムアルデヒドが100μg/m3 (0.08ppm)，トルエン

が260μg/m3 (0.07ppm)である。

〈試験方法の概要〉

この試験方法は，基本的にはJIS A 1901に定め

る化学物質放散測定用の小形チャンバーシステム

に化学物質供給装置を加えたものである。

JIS A 1901により化学物質の放散を測定する場

合は，小形チャンバー内部に試験体を設置し，清

浄空気を供給・換気し続けてチャンバーの排気を

分析する。その結果から「放散速度[μg/(m2･h)]」

小形チャンバー法による室内空気汚染濃度低減
建材の低減性能試験方法

規格基準紹介

Test method for reductance of concentration of indoor air pollution  chemicals
by building materials-small chamber method

建材試験

センター規格

JSTM

H50012005

今年，建材試験センター規格・JSTM H5001が制定されましたのでご紹介します。

Ｈ5001の制定にあたって



という値を算出し，評価を行う。

これは，試験体から単位面積・単位時間あたり

どれだけ化学物質が放散されたかを示す値である。

これに対して低減性能を測定する場合には，清

浄空気の代わりに一定濃度の化学物質を含む空気

を小形チャンバーに導入して，試験体を入れた小

形チャンバー内の化学物質濃度が導入した濃度よ

りどれだけ減少したかによって評価する。この方

法により，小形チャンバー内の化学物質濃度が減

少した割合を示す「吸着率[％]」，試験体が単位

面積・単位時間あたりどれだけ化学物質を吸着し

たかを示す「吸着速度[μg/(m2･h)]」，そして濃

度低減効果を換気量として換算する「換気量換算

値[m3/(h･m2)]」を求めることができる。この試

験方法で問題となるのが，供給する化学物質の濃

度を測定期間中一定に保つことである。日内変

動・日差変動を極力抑えるために，装置には種々

の改良・対策を施した。

参考として，３種類の建材のホルムアルデヒド

吸着率の測定結果を図に示す。測定は７日間実施

した。キャッチャー剤混入によるホルムアルデヒ

ド低減性能の差がはっきりと現れている。また，

キャッチャー剤の性能が少なくとも７日間は持続

していることも示されている。

今後，この測定方法により様々な建材の化学物

質低減化性能がより適切に評価され，室内環境の

更なる改善と居住者の健康に寄与することが期待

される。 〈文責：環境グループ　吉田仁美）
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図　ホルムアルデヒド吸着率測定結果

1．適用範囲 この規格は，建築物の室内空気中

に存在するホルムアルデヒド及び揮発性有機化合

物（VOC）等の室内空気汚染物質濃度を吸着，

分解等により低減化する性能を持つ建材につい

て，低減性能の試験方法を規定する。

なお，汚染化学物質はホルムアルデヒド及びト

ルエンとし，低減建材は建築用ボード類，壁紙及

び塗布剤に適用する。

備考１．室内空気汚染物質は，２物質とした

が，発生する装置あるいは汚染物質

を適度な濃度に調整したガスボンベ

があれば，他の汚染物質についても

低減量を測定することができる。

備考２．紫外線，可視光線により汚染物質を

分解する触媒作用を有する材料は適

用範囲外とする。

2．引用規格 次に掲げる規格は，この規格に引

用されることによって，この規格の一部を構成す



る。これらの規格は，その最新版（追補を含む）

を適用する。

JIS A 1901 建築材料の揮発性有機化合物

（VOC），ホルムアルデヒド及び他

のカルボニル化合物放散測定方法

―小形チャンバー法

JIS R 3202 フロート板ガラス及び磨き板ガラス

JIS H 4000 アルミニウム及びアルミニウム合

金の板及び条

JIS Z 8401 数値の丸め方

ISO 16000-3 Indoor air - Part 3: Determination of

Formaldehyde and other carbonyl

compounds - Active Sampling method

3．定義，記号及び単位

3.1 定義 この規格で用いる主な用語の定義は，

JIS A 1901:2003の３（定義）を参考として，次

のとおりとする。

3.1.1 小形チャンバー濃度 小形チャンバー出

口で測定した特定の化学物質の濃度。空気捕集時

間中において，小形チャンバーの排気口で採取さ

れる対象物質の総量を空気捕集量で除した値。

3.1.2 汚染物質供給濃度 小形チャンバーに供給

される空気の汚染物質濃度。汚染物質供給装置か

ら供給される汚染物質量と換気量から求められる。

3.1.3 試験片 試験対象建材の吸着，分解性能

について，小形チャンバー内で試験を行うために

準備された材料の一部。

3.1.4 吸着速度 試験開始から，規定した一定

の経過時間後における単位時間，単位面積当たり

に吸着される汚染物質の質量。

3.1.5 吸着率 小形チャンバー内の汚染物質供

給濃度に対する小形チャンバー濃度の割合。

3.1.6 換気量換算値 低減建材による濃度低減

効果を，清浄空気の導入による換気量の増大によ

り達成される効果で表した値。

3.1.7 物質伝達率 試験片とその表面を流れる

雰囲気空気との間の，対象物質の濃度差によって

生じる物質移動係数。

3.1.8 試料負荷率 試験片の表面積と小形チャ

ンバー容積との比率。

3.1.9 低減性能 室内空気中の汚染化学物質の

濃度を吸着，分解等により減少させる性能。

3.1.10 換気量 単位時間あたりに小形チャンバ

ーに供給された空気の量。

3.1.11 換気回数 換気量を小形チャンバーの容

積で除した値。

3.1.12 風速 小形チャンバー内で試験片の表面

を流れる雰囲気空気の速度。

3.1.13 試験開始 小形チャンバーの内部に試験

片を設置した時点。

3.1.14 経過時間 試験開始から空気捕集の開始

時点までの時間（日で表すことが多い）。

3.1.15 小形チャンバー 低減建材を入れ，汚染

物質の低減性能を測定するための条件を設定でき

る容器。

3.1.16 バックグラウンド濃度 清浄な空気を供

給し，低減建材を入れないで測定したときの小形

チャンバー濃度。

3.1.17 トラベルブランク濃度 捕集管自体の汚

染と開閉及び輸送時における汚染を考慮するため

に，空気捕集を除く全ての操作を行った捕集管中

の汚染物質の濃度。

3.1.18 空気 試験に用いる空気。大気の組成と

同様のものを使用する。

3.2 記号及び単位 この規格で用いられる記号

の名称及び単位を，表１に示す。

4．測定原理

温度と湿度を一定に調節した小形チャンバーに

試験片を設置し，一定の濃度の汚染物質を供給し，

一定の換気のある定常的な状態で，汚染物質供給

建材試験情報４　’0540



濃度及び小形チャンバー濃度を測定することによ

り，吸着速度，吸着率及び換気量換算値を算出し

て，低減建材の低減性能を求める。なお，測定は

遮光状態で行われる。

また，附属書１（参考）によって，吸着した汚

染物質の再放散についても，汚染物質の供給を停

止した後の理論濃度減衰と小形チャンバー濃度を

測定することによって確認することができる。

備考　附属書２（参考）に，低減性能の持続

性を見るための飽和吸着量の測定方法

を，参考として示した。

5．試験装置

5.1 装置構成 小形チャンバーを用いた汚染物

質吸着試験装置の構成を図１に示す。汚染物質供

給方法により，ａ）小形チャンバー内でファンを

用いて汚染物質を混合する，ｂ）小形チャンバー

にあらかじめ汚染物質を混合した空気を供給す

る，という二通りの構成がある。

汚染物質吸着試験に必要な器具は，主として次

のとおりである。

ａ）小形チャンバー

ｂ）シール器具

ｃ）空気清浄装置

ｄ）換気・湿度制御装置（積算流量計内蔵）

ｅ）温度・湿度モニタリング装置

ｆ）空気捕集装置

ｇ）分析装置

ｈ）汚染物質供給装置

5.2 小形チャンバー この規格の小形チャンバ

ーに適用される一般仕様及び要求事項は，以下の

項目による。なお，出口空気と入口空気とを循環

してはならない。
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図１　小形チャンバーを用いた吸着試験装置の構成



ａ）形状 小形チャンバーの汚染物質に接する部

分はステンレス製とし，容積は500Lまたは

20Lとする。小形チャンバーは，内部空気が

確実に混合するように設計されているものと

する。小形チャンバーのシール材は低放散性

及び低吸着性のもので，バックグラウンド濃

度への影響が小さいものを使用する。

ｂ）気密性 小形チャンバーは，制御されていな

い外気と換気することが極力少ないよう気密

性を保つ。

5.3 シール器具 試験片の表面のみを試験対象

とする場合，小口面及び裏面をシールするために

シール器具を用いる。

5.4 空気清浄装置 測定対象以外の化学物質が

小形チャンバー内に流入しないように，チャンバ

ーに供給する空気及び汚染物質供給装置に供給す

る空気には空気清浄装置を用いるか，清浄なボン

ベ空気を用いる。

5.5 換気・湿度制御装置（積算流量計内蔵）

小形チャンバーの換気回数を一定に保ち，供給

空気の湿度を一定に保つ。

5.6 温度・湿度モニタリング装置 小形チャン

バー内，またはチャンバーに入る手前の空気の温

湿度を記録できる装置を用いる。

5.7 温度制御装置 温度制御は，小形チャンバ

ーを設定温度に制御した試験場所に設置する方

法，または小形チャンバー内部を設定温度に保つ

方法のいずれかを用いる。

5.8 空気捕集装置 積算流量計を備え，流量の

調整が可能である空気捕集量ポンプを用いる。

5.9 分析装置 汚染物質の分析には，対象がホ

ルムアルデヒドの場合は高速液体クロマトグラフ

(HPLC)，トルエンの場合は質量分析計付きガス

クロマトグラフ(GC/MS)を使用する。

5.10 汚染物質供給装置 汚染物質供給装置は，

一定濃度の汚染物質を小形チャンバー内に供給で

きる性能を保有するものとする。

6．汚染物質の発生方法

汚染物質供給装置は，小形チャンバー濃度の平

均が次の条件の範囲内で制御可能であるものとす

る。濃度の平均は厚生労働省ガイドライン指針値

とし，変動幅は指針値の±20%以内で制御可能で

あるものとする。また，指針値の約1/2及び約５

倍の３段階でも同様の制御ができることが望まし

い。

なお，厚生労働省ガイドライン指針値はホルム

アルデヒド100μg/m3，トルエン260μg/m3である。

備考 本試験では，500Lチャンバーには図２

に示す構造の汚染物質供給装置が使用

されているが，ボンベ等標準ガスを用

いてもよい。

7．試験方法

7.1 試験片

7.1.1 試験片の寸法 試験片の寸法は，チャン

バーと試験片との負荷率により決定される。

シールボックスを使用する場合，500Lチャン

バーで試料負荷率1.0m2/m3の場合は長さ620±

10mm，幅430±10mm，厚さは50mm以下のもの

を２枚使用する。また，20Lチャンバーで試料負

荷率2.2m2/m3の場合は長さ，幅共に165±1mmと
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し，厚さは30mm以下のものを２枚使用する。

7.1.2 試験片の準備

ａ）ボード類及び壁紙 運搬時は試験片をアルミ

はくで包み，さらに，ポリエチレン樹脂等の

汚染物質を放散しない材料で密封する。また，

標準として試験片の養生は48時間以上，温度

28±2℃，湿度50±5％のチャンバー内で行う。

ｂ）塗布剤 試験板はJIS R 3202に規定するガラ

ス板又はJIS H 4000に規定するアルミ板を使

用する。なお，目的に応じて石こうボード等

の他の材料とすることもできる。

1）塗布剤をはけ，ローラ，こて等を用いて試

験板の片面に全面塗布する。

2）塗布量，塗布回数，塗布間隔は，その塗布

剤の施工仕様書に従う。

3）養生は温度23±2℃，湿度50±5％の雰囲気

中で，周辺環境の汚染物質を吸着しないよ

うに注意し塗布終了後，１週間とする。

4）養生終了後は，ａ）項のボード類と同様に

処置を行う。

7.1.3 試験片のシール 標準として，試験片の

小口にはシール処理を行う。シールには図３に示

すシールボックス（ａ）500Lチャンバー用，ｂ）

20Lチャンバー用，）又は汚染物質を放散しない

アルミニウムテープ等を用いる。

備考１ 試験片の表面，裏面で材質の特性が

異なる場合は２枚の試験片の裏面を

はり合わせ，表面のみが試験の対象

となるようにしてシールを行う。

備考２ アルミニウムテープ等を用いてシー

ルを行う場合は，試験片の暴露部分

がチャンバーの負荷面積になるよう

にする。500Lチャンバーの場合は長

さ600mm，幅420mmとなり，20Lチ
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ャンバーの場合は長さ147mm，幅

147mmとする。

7.2 試験条件

7.2.1 温度及び相対湿度 チャンバー内は，温

度28±0.5℃，相対湿度50±5％を標準条件とする。

備考 温湿度依存性を確認するため，目的に

応じて温度は20～35℃の範囲，相対湿

度は45～65％の範囲で変更することが

できる。

7.2.2 換気回数 換気回数は0.5±0.05回/hを標

準とする。

備考 5 0 0 L チ ャ ン バ ー の 空 気 導 入 量 は

4 . 1 8 L / m i n ， 2 0 L チ ャ ン バ ー は

0.167L/minとなる。

7.2.3 物質伝達率 小形チャンバー内における

試験片表面の物質伝達率は水蒸気に換算して９～

18m/h程度が望ましい。

備考 物質伝達率は試験片表面を流れる雰囲

気空気の風速でおおむね0.1～0.3m/s

に相当する。

7.2.4 チャンバー内圧力（500Lチャンバーのみ）

試験時のチャンバー内圧力は500Pa以下とす

る。

7.2.5 導入空気 チャンバーへの導入空気は室

内空気を活性炭，過マンガン酸カリ含浸活性アル

ミナ等で処理し，汚染物質が次の濃度以下となる

ようにする。

ホルムアルデヒド濃度：10μg/m3以下

トルエン濃度　　　　：20μg/m3以下

7.2.6 汚染物質濃度 標準として，チャンバー

に導入する汚染物質濃度は厚生労働省の指針値と

し，次の濃度とする。

ホルムアルデヒド濃度：100±20μg/m3

トルエン濃度　　　　：260±52μg/m3

備考 必要に応じて，この標準値の約1/2及

び約５倍を汚染物質濃度とすることが

できる。

7.3 チャンバー内の汚染物質濃度の設定

ａ）汚染物質供給装置からの汚染物質は，あらか

じめ安定した状態であることを確認する。

備考 安定した状態とは，24時間以内に３点以

上の測定を行った結果，汚染物質濃度

が設定値±15％以内になる状態をいう。

ｂ）濃度が安定した汚染物質を汚染物質供給装置

からチャンバー内に導入し，24時間後におけ

るチャンバー内の汚染物質濃度を測定する。

ｃ）同時に，汚染物質供給装置から供給される汚

染物質の濃度を測定し，この測定値を用いて

チャンバー内の汚染物質濃度を式(1)によっ

て算出する。

備考 汚染物質実測値はトラベルブランク値

を引いた値とする。

ｄ）ｂ）で求めたチャンバー内の汚染物質濃度と，

ｃ）で算出した汚染物質供給濃度との差を求

め，その差が±10％以内であることを確認す

る。差が10％を越える場合は，チャンバーの

洗浄，換気等の処置を行った後，再度ａ）～

ｃ）の操作を行う。

7.4 試験手順

ａ）バックグラウンド濃度の確認 汚染物質を供

給する前のチャンバーを7.2.1～7.2.5項の条

件で24時間稼働させる。排出空気を採取して

チャンバー内汚染物質濃度の測定を行い，汚

染物質濃度が次の濃度以下であることを確認

する。

ホルムアルデヒド濃度：15μg/m3以下

トルエン濃度　　　　：40μg/m3以下

備考 測定値が前記の値を越える場合は，チ

ャンバーの洗浄，換気等の処置を行い，
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再度確認する。

ｂ）汚染物質供給濃度の確認 汚染物質供給装置

から排出する空気中の汚染物質の濃度を測定

し，濃度が安定していることを確認する。ま

た，チャンバー内の温度，相対湿度及び換気

回数が設定条件の範囲内にあることを確認す

る。

ｃ）試験体の設置 試験片を開封し，小口をシー

ルしてチャンバー内の空気の流れに平行に設

置する。チャンバー内に置いて，試験体の状

態調整を行う。なお，500Lチャンバーの場合

は熱線風速計を試験体の中央部かつ試験体表

面から20mm離れた位置に設置する。

ｄ）汚染物質供給装置からチャンバーへの空気導

入 試験体の状態調整終了後，汚染物質供給

装置からチャンバー内または混合器に汚染物

質を含有した空気を導入する。500Lチャンバ

ーについては，面風速，チャンバー内圧力が

設定範囲内にあることを確認する。

ｅ）チャンバー内汚染物質濃度の測定 汚染物質

供給装置から空気を導入開始後１，３（又は

４，５），７日目に，チャンバー内汚染物質
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表２　サンプリング方法（チャンバー内空気の捕集）

表３　サンプリング方法（汚染物質供給装置及び混合箇所からの捕集）



濃度をチャンバー排出空気から測定するとと

もに，汚染物質供給装置から導入している汚

染物質濃度CPを併せて測定する。

7.5 空気の捕集及び分析方法

7.5.1 チャンバー内及び汚染物質供給装置（ま

たは混合箇所）からの空気の捕集

ａ）測定成分 汚染物質の測定成分はホルムアル

デヒド及びトルエンとする。

ｂ）捕集方法 汚染物質の捕集方法を表２，表３

に示す。

7.5.2 分析方法

ａ）ホルムアルデヒドの分析 ホルムアルデヒド

の分析は，ISO 16000-3に従い，DNPHカートリ

ッジ内のホルムアルデヒド－DNPH誘導体を

アセトニトリルで溶解，脱離させることによ

り，HPLCで行われる。分析方法を次に示す。

衢）試料溶液 DNPHカートリッジ内のホルム

アルデヒドDNPH誘導体を，3mLのアセト

ニトリルで１分間かけて溶出させ，試料全

量をアセトニトリルで5mLとし，これを分

析サンプルとする。

トラベルブランクテスト用に未使用のカートリ

ッジで同様の操作を行う。

衫）分析操作

① 高速液体クロマトグラフを表４の分析条件

にする。

② 試料溶液（バックグラウンド試験の際には

バックグラウンド試験用試料溶液）をオー

トサンプラーを用いて高速液体クロマトグ

ラフに導入しピーク面積を求める。

③ 試料溶液のピーク面積から，トラベルブラ

ンク値のピーク面積を差し引いたものを測

定値とする。

④ あらかじめ作成しておいたピーク面積と濃

度の検量線から，試料溶液中のホルムアル

デヒド濃度を求める。

袁）検量線の作成 市販のDNPH誘導体標準液

をアセトニトリルで希釈し(2)項の操作を

行い，ホルムアルデヒド濃度とクロマトグ

ラムのピーク面積との関係から最小二乗法

により検量線を作成する。なお，定量限界

は未使用の捕集管を５個分析し，得られた

測定値の標準偏差の10倍値とする。

ｂ）トルエン分析方法 トルエンの分析は，ISO

16017-1，ISO/DIS 16000-6に従い，Tenax-TA

捕集管を加熱脱着装置に取り付けて加熱によ

ってトルエンを脱離させ，GC/MSで行われ

る。分析方法を次に示す。

衢）分析 チャンバー内の空気を捕集管に採取

し，加熱脱着装置を用いて捕集管内のトル

エンを熱脱離，濃縮させ，ガスクロマトグ

ラフ質量分析装置に導入して分析を行い，

それぞれ測定物質のピーク面積を求める。

あらかじめ作成しておいた検量線から濃度

を測定する。

分析用の加熱脱着装置，ガスクロマトグ

ラフ／質量分析計の条件を例として表５，

表６に示す。

衫）検量線の作成 市販のGC/MS用標準液

（トルエン100μg/mL）を使い，メタノー

ルで標準液の濃度を調製する。標準液を捕

集管に直接注入し窒素ガスで乾燥させ，前

記の濃縮，分析条件で測定を行い，ピーク

面積と濃度の関係から検量線を作成する。
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定量限界は，検量線用に標準液を添加した

捕集管10本を前記の濃縮，分析条件でトルエ

ンの測定を行い，測定値の標準偏差の10倍値

をトルエンの定量限界値とする。

8．試験結果の算出

8.1 汚染物質吸着率の算出 式(2)を用いて，試

験片を小形チャンバーに入れてから測定を開始し

た経過時間における汚染物質吸着率RP[％]を算出

する。

8.2 汚染物質吸着速度の算出 式(3)を用いて，

試験片を小形チャンバーに入れてから測定を開始

した経過時間における汚染物質吸着速度ads[μ

g/m2h]を算出する。

備考 汚染物質供給濃度に変動がある場合

は，N日目の0，4，8時間の汚染物質

供給濃度を測定し，その平均値をチャ

ンバー内への汚染物質の供給濃度とす

る

8.3 換気量換算値の算出 式(4)を用いて，試験

片を小形チャンバーに入れてから測定を開始した

経過時間における換気量換算値Qads [m3/(h･m2)]

を算出する。

9．報告

試験の結果は，次の項目について報告する。

ａ）試験片の名称，形状，数，材質等

－塗布剤の場合は，塗布量，塗布面積，塗布

方法，オープンタイム，基材等を記載する。

ｂ）試験条件

－小形チャンバー条件（容積，温湿度，換気

回数，試料負荷）

－シール工程の有無

－汚染物質の捕集，分析に関する情報（捕集

量，捕集管，分析条件等）

ｃ）試験結果

－吸着率，吸着速度，換気量換算値

ｄ）試験期間

ｅ）試験機関名，試験実施者及び場所

（付属書については掲載を省略）
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表５　トルエン分析条件(加熱脱着装置)（例）

表６　トルエン分析条件(ＧＣ／ＭＳ)（例）
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計画の概要

わが国経済は，情報化関連分野の在庫調整，原

材料高，個人消費の伸び悩み等の懸念材料もあっ

て，景気回復が緩やかになっている。

一方，当財団の事業と関連の深い建設業界は，

公共投資及び建設市場が依然として厳しい状況下

に置かれている。また，社会の成熟化，高齢化，

国際化，情報化等が進展する中にあって，環境・

安全，エネルギー問題等が顕在化してきている。

加えて，経済・社会全般の改革が急速に推進され

つつあり，産業構造や市場構造の変化はもとより，

公益法人に関する制度変更も日程に上がってきて

いる。

このような変化に柔軟に対応しながら，当財団

の使命とする事業を展開するため昨年度策定した

第３次中期計画のローリングを行い，今年度事業

を実施する。とりわけ環境問題等を配慮し持続可

能な社会の実現が関心を集めているなか，建材や

住宅の品質に関わる事柄として，構造物の高耐久

化，省エネ化，廃棄物再生問題，シックハウス等

の室内環境問題等が重要課題としてあげられる。

これらは，当財団の事業に最も関わりの深い事

柄であることから，このような課題に積極的に取

り組み，建設物の品質の維持向上に貢献する必要

がある。

当財団は，常に豊かさと安全が実感できる生活

空間の創造のために，高機能，高性能化を目指し

た需要者のニーズに応えるべく，引き続いて建設

材料等の試験，審査・登録，認定検査，性能評価，

調査研究等の事業を実施すると共に，新JISマーク

表示登録認証機関の指定を受け認証事業を開始す

る。平成17年度の事業計画は以下のとおりである。

1．試験事業

（1）品質性能試験

建築物の安全性，機能性，居住性等に関する建

築材料・部材及び工法の防耐火性，構造強度，断

熱性，耐久性，遮音性等のあらゆる試験に対応で

きるよう一層の整備を進める。これらに加え，木

造建築物の耐震性及び室内居住環境に係わる試験

に更に積極的に対応すると共に従来の各種試験で

蓄積した技術を基に，土木分野における材料・部

材等の試験の拡大にも力点を置く。このほか業界

団体等の自主的な認定に対し，試験を通じた支援

の強化を図る。

（2）工事用材料試験

コンクリート，鋼材，骨材等の工事用材料試験

について，公正で効率的な試験を実施し，受託量

の拡大に努めるほか，アスファルト試験等の土木

用材料試験，耐力診断のコア試験，住宅の基礎コ

ンクリート試験等についても需要者のニーズに即

した対応を図る。施工現場においては，これまで

進めてきた現場品質管理業務について，登録採取

試験会社との連携を強化し，コスト面・管理面で

平成17年３月23日に開催された当財団理事会・評議会において

平成17年度事業計画が承認されました。概要は以下のとおりです。

平成17年度事業計画
財団法人　建材試験センター



の業務内容の充実を図る。東京都Ｂ類試験機関

（高強度コンクリートに関する試験）への登録に

ついては，所要の設備の導入を行う等，未登録の

試験室の登録準備を進める。

（3）JNLA登録試験所

試験業務に密接に関連する「土木・建築分野」

を中心にした試験区分についてJNLAの登録試験

所としての登録を行い，また，JIS製品の登録認

証機関の試験所として要件を整備し，新JISマー

ク製品の認証に係わる試験等に取り組む。

（4）品質システムの維持・向上

前年度に続いてISO／IEC 17025に従った品質

システムを維持・向上させ，信頼性のある試験所

として利用者の一層の期待に応える。

（5）校正業務

ASNITEの校正事業者として認定されたことを

受け，従来から行っている熱伝導率校正板の頒布

の業務を再構築する等校正業務を行う。

2．審査・登録事業

（1）品質マネジメントシステム審査登録事業

ISO 9000シリーズに基づく品質マネジメントシ

ステム審査登録機関として，常に顧客から信頼さ

れる審査登録機関であることを前提に，審査員の

専門性の確保，審査レベルの質の向上を図るべく

徹底した教育研修を進めていく。また，発注機関

等へ審査登録制度の活用を働きかけ，建設物の品

質維持に取り組む。

（2）環境マネジメントシステム審査登録事業

ISO 14001に基づく環境マネジメントシステム審

査登録機関として，引き続き審査登録事業の拡大

に努める。この事業を一層発展させるため，審査員

の増強及び教育研修，事務体制の拡充等を進める。

（3）労働安全衛生マネジメントシステム審査登録

事業

OHSAS 18001に基づく労働安全衛生マネジメン

トシステム審査登録機関として､健全で安全な職

場環境の向上に貢献すべく事業展開を行う。

（4）ISO普及事業

審査登録制度の普及として，複合審査の説明会

を開催する等情報発信機能の向上に努める。

3．性能評価事業

（1）建築基準法及び住宅の品質確保の促進等に関

する法律に基づく事業

試験を伴う性能評価の顧客ニーズに応える事前

相談体制等について，一層の体制整備に努める。

また建築基準法に基づく性能評価について，業務

区域を全世界に拡大するほか，既存建築物対策に

伴う法改正に基づく指定区分の拡大を図る。さら

に，同法に基づく指定認定機関，住宅の品質確保

の促進等に関する法律に基づく指定試験機関並び

に指定住宅型式性能認定機関について，機関の指

定更新を行う。

（2）適合証明事業

各種行政施策等の動向に留意しつつ，引き続き

環境主張建設資材の適合性証明等の社会ニーズに

連動した適合証明事業の継続並びに拡充に努める。

4．標準化事業

（1）登録認証機関

登録認証機関の機関指定を受け，公平，公正及び

中立に立脚し，さまざまな利害関係者のニーズに

応えるべく事業を行う。国際的に整合した仕組み

である新JISマーク表示制度が国民から信頼され

普及するように努める。また，エンドユーザーを

含めた幅広い関係者に利用しやすい製品認証のた

めのデータベースが不可欠であることから，その

整備を行う。

（2）特定標準化事業

特定標準化機関（CSB）の機関指定を受け，

ISO規格化対応等の国際化，環境問題，健康・安
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全性，性能規定化等規格の多様化等のJIS規格制

定要請に対応する。工業標準化法に則り，あるい

は前述の社会的要請に則った改正原案を作成す

る。また関係業界等に標準化に関する情報提供等

を行う。

（3）認定検査事業

工業標準化法に基づく従来からの指定検査機関

として公示検査，指定認定機関としてJIS表示の

工場認定事業に引き続き取り組む。

（4）国際標準化活動

国際標準化に係わる国際会議，海外調査等の国

際活動を実施する。この活動の一環として，以下

のISO国内審議団体事務局として，国内委員会の

運営を引き続き行う。

① ISO／TAG８等国内検討委員会

② ISO／TC146／SC６（室内環境／室内汚染物

質の測定法等の標準化）の国内対策委員会

③ ISO／TC163／SC１（建築環境における熱的

性能とエネルギー使用／試験方法及び計測方

法）の審議団体

（5）建材試験センター規格（JSTM）等

建材試験センター規格（JSTM）について新規

規格の制定及び現規格の見直しを検討すると共に

規格の販売を行う。更に関係業界等にこれらに関

する情報提供等を行う。

5．調査研究及び技術指導事業

（1）調査研究

平成17年度において，経済産業省等から次の主

要なテーマについて委託を受け，調査研究を実施

する。

① 「断熱材フロン回収・処理技術調査」

② 「建材からのVOC等放散量の評価方法に関

する標準化調査研究」

③ 「建築部位及び建築物の断熱性に関する調査

研究」

（2）技術指導・相談事業

技術開発，材料開発及び試験技術に係る指導，

試験技術者の研修，講師派遣等依頼者の要請に応

じて技術指導・相談事業を行うものとする。

6．コンクリートの採取試験技能者認定事業

コンクリートの現場品質管理に伴う採取試験技

能者認定制度を引き続き実施するとともに，平成

15年度より実施した福岡地区における制度の定着

を図る。

7．その他

（1）講習会の開催

調査研究等の成果発表及び普及促進のため講習

会等を開催する。

（2）職員の教育研修

社会・経済環境の変化，科学技術の発展に柔軟

に対応できる職員を育成するため，新人から管理

職に至るまで一貫した教育及び研修計画を策定

し，各層別に実施する。また，内外の委員会活動

への参加，業務発表会の開催，提案研究の活性化，

業務報奨奨励制度等により職員の知見及び能力の

向上並びに自己啓発等の促進に努める。

（3）広報

建材試験情報（機関誌）を毎月出版するほか，

速報性を高めるためメールニュースの配信を行

う。また，ホームページについては，顧客への積

極的な情報提供のため，さらなる充実に努める。

（4）IT化の推進

業務処理の効率化・合理化，情報共有及び所内

コミュニケーションの向上等を目的として，内部

ネットワークの整備を推進し，業務支援システム

の構築・見直しを行うと共にセキュリティ確保の

ための対策を講ずる。
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ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

建材試験センターニュース建材試験センターニュース

平成17年度の公示検査が3月15日付け官報で告

示されました。これを受け，当センターでは公示

の受付を開始しました。

当センターが実施する公示検査の対象指定商品

名・区域は下表のとおりです。

建設分野の専門指定検査機関である当センター

は，JISマーク表示認定工場として更なる信頼性

を向上して頂くためにお役に立てる検査を心がけ

ております。是非ご利用下さいますようご案内致

します。

◇受付期間　平成17年4月15日～平成17年5月14日

◇実施期間　平成17年5月17日～平成18年2月28日

ニュース・お知らせ

平成17年度の公示検査・申請のご案内

認定検査課

表　当センターが公示検査を行う対象指定商品名・区域
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建材試験センターニュース建材試験センターニュース

当センターでは，独自の建材試験センター規格

（JSTM）として建築材料・部材に関する試験方法

を制定しています。この度，JSTM H 5001「小

形チャンバー法による室内空気汚染濃度低減建材

の低減性能試験方法」の制定とJSTM W 6604

「ダクト系減音ユニットの減音量測定方法」の改

正を行いました。

制定規格・JSTM H 5001は，近年，室内汚染

化学物質を低減化する材料が注目されているな

か，その低減化性能を評価するための統一した試

験方法がこれまでなかったため，当センター規格

を策定しました（規格概要を本号「規格基準紹介」

欄に掲載）。また，改正規格・JSTM W 6604は，

計測方法の修正を行うために改正されました。

これらの規格は以下の建材試験センターホーム

ページで閲覧，購入できます。

◇ 建材試験センター規格（JSTM）のご案内

http://www.jtccm.or.jp/hyojyun/jstm.htm

◇ 規格の内容，試験等に関するお問い合わせ

中央試験所環境グループ　TEL 048-935-1994

◇ 規格の販売に関するお問い合わせ

企画課　販売係　TEL 03-3664-9213

建材試験センター規格(JSTM)の
制定と改正を行いました

企画課

ISO 9001・ISO 14001登録事業者

ISO審査本部では，下記企業（３件）の環境マネジメントシステムをISO14001（JIS Q 14001）に基づく審

査の結果，適合と認め平成17年２月19日付けで登録しました。これで累計登録件数は413件になりました。

ISO 14001（JIS Q 14001）

登録事業者（平成17年２月19日付）

＊他の審査登録機関より移転してきた組織のため，他と「登録日」及び「有効期限」が異なっています。

ISO 14001（JIS Q 14001）

登録番号 登録日

RE0411
　　  ＊

RE0412

RE0413

ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996

ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996

ISO 
14001:1996／
JIS Q 
14001:1996

2006/11/15

2008/02/18

2008/02/18

安藤建設株式会社
・プレハブ事業部

株式会社冨士工

株式会社福地組

東京都港区芝浦3-12-8
<関連事業所>
佐倉プレハブ工場、相模原プレ
ハブ工場

東京都品川区上大崎3-3-1
<関連事業所>
本店、東京支店、仙台支店、千
葉支店、横浜支店、名古屋支店、
大阪支店、栃木営業所、葛西営
業所
福井県敦賀市砂流44-7-1

安藤建設株式会社　プレハブ事業部
及びその管理下にある作業所群にお
ける「プレハブ事業部管轄の工場が
製作するPCa部材の製造及び事業部
が請負う建築物の施工」に係る全て
の活動
株式会社冨士工及びその管理下にあ
る作業所群における「建築物の設計
及び施工」、「土木構造物の施工」に
係る全ての活動

株式会社福地組及びその管理下にあ
る作業所群における「土木構造物の
施工」に係る全ての活動

適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

2000/11/16

2005/02/19

2005/02/19
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ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

建築基準法に基づく性能評価書の発行

建築基準法に基づく性能評価終了案件（平成17年２月1日～平成17年２月28日）

登録事業者（平成17年２月19日付）

OHSAS18001登録事業者
ISO審査本部では，下記企業について，労働安全衛生マネジメントシステム規格OHSAS18001による審

査登録制度に基づき審査した結果，適合と認め平成17年２月19日付けで１件登録しました。

OHSAS18001

性能評価本部では，平成17年２月１日から２月28日までの32件について，建築基準法に基づく構造方法

等の性能評価を終え，性能評価書を発行しました。これで，累計発行件数は2052件となりました。なお，

性能評価を完了した案件のうち，掲載を希望された案件は次の通りです。

これまでに終了した案件と大臣認定番号の一覧は，当センター性能評価事業のホームページをご覧下さい。

（http://www.jtccm.or.jp/seino/anken/seinou_kensaku/seinou_kensaku.htm)

RS0016 2005/02/19 2008/02/18 クリオン株式会社
九州工場

福岡県京都郡苅田町長浜
町33

クリオン株式会社　九州工場
における「軽量気泡コンクリ
ート（ALC）の製造」に係る
全ての活動

OHSAS 18001:1999

登録番号 登録日 適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

給水管・排水管／水酸化マグネシウム・
グラファイト混入オレフィン系合成ゴム・
セメントモルタル充てん／床耐火構造／
貫通部分（中空床を除く）の性能評価
和紙系壁紙張／基材（不燃材料（金属板
を除く））の性能評価
和紙系壁紙張／基材（準不燃材料）の性
能評価
水幕を用いた防火設備の性能評価

変性アクリルシリコーン樹脂系塗装・塗
装／亜鉛めっき鋼板・イソシアヌレート
フォーム表張／せっこうボード裏張／鉄
骨造外壁の性能評価
グラスウール保温板充てん／複合金属サ
イディング表張／せっこうボード裏張／
木製軸組造外壁の性能評価
ケーブル・電線管／ナイロン系樹脂不織
布張グラファイト系熱膨張材付セラミッ
クファイバーブランケット充てん／壁準
耐火構造／貫通部分の性能評価
耐熱板ガラス入アルミニウム合金製はめ
殺し窓の性能評価

グラスウール保温板充てん／複合金属サ
イディング表張／せっこうボード裏張／
木製軸組造外壁の性能評価

線 維 酸

マルイ防火スリー
ブ

百万石手漉和紙

百万石手漉和紙

ウ ォ ー タ ー ス ク
リーン

センターサイディ
ング　ＦＮ型

金属サイディング
「はる・一番」鋼
板製仕様
ロクマル工法

パイロクリア入ア
ルミニウム合金製
はめ殺し窓
金属サイディング
「はる・一番」鋼
板製仕様

丸井産業株式会社

石川県インテリア
事業協同組合
石川県インテリア
事業協同組合
鹿島建設株式会社
/ホーチキ株式会
社
株 式 会 社 チ ュ ー
オー

松下電工株式会社

株式会社古河テク
ノマテリアル

日本板硝子株式会
社

松下電工株式会社

住

区画貫通給排水
管等　60分

不燃材料(20分)

準不燃材料

防火区画の防火
設備（自動閉鎖
装置）
防火構造　耐力
壁　30分

防火構造　耐力
壁　30分

区画貫通給排水
管等　60分

防火戸その他の
防火設備

防火構造　耐力
壁　30分

区 排

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

法第2条第九号(令
108条の2)
令第1条第五号

令第112条第14
項第一号

法第2条第八号

法第2条第八号

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

法第2条第九号
の二ロ

法第2条第八号

令

2005/2/14

2005/2/3

2005/2/3

2005/2/7

2005/2/14

2005/2/14

2005/2/14

2005/2/14

2005/2/14

04EL213

04EL334

04EL335

04EL369

04EL384

04EL386

04EL391

04EL396

04EL410

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名
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建材試験センターニュース建材試験センターニュース

住宅品質確保促進法に基づく試験終了案件（平成17年２月1日～平成17年２月28日）

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく試験証明書の発行

性能評価本部では，平成17年２月１日から２月28日までの３件について，住宅の品質確保の促進等に関

する法律に基づく住宅型式性能認定を終え，住宅型式性能認定書を発行しました。これで、累計発行件数

は59件となりました。なお，性能評価を完了した案件のうち，掲載を希望された案件は次の通りです。

この他，１月までに完了した案件のうち，これまで掲載できなかった案件は次の通りです。

給水管・排水管／水酸化マグネシウム・
グラファイト混入オレフィン系合成ゴム・
セメントモルタル充てん／床耐火構造／

マルイ防火スリー
ブ

丸井産業株式会社区画貫通給排水
管等　60分

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

2005/2/1404EL213

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名

網入板ガラス入アルミニウム合金製引違
い窓（はめ殺し窓・両袖はめ殺し窓付き）
の性能評価
ポリエチレンテレフタレート樹脂系フィ
ルム・アクリル樹脂系フィルム張／基材
（不燃材料（金属板を除く））の性能評
価
ポリエチレンテレフタレート樹脂系フィ
ルム張／基材（不燃材料（金属板を除
く））の性能評価

ノーリツ出窓

ウインコス

ミストラス

株式会社ノーリツ
／三協アルミニウ
ム工業株式会社
リンテック株式会
社

リンテック株式会
社

防火戸その他の
防火設備

不燃材料(20分)

不燃材料(20分)

法第2条第九号
の二ロ

法第2条第九号(令
108条の2)

法第2条第九号(令
108条の2)

2004/10/21

2005/1/17

2005/1/17

04EL165

04EL328

04EL329

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名

ケーブル・電線管／繊維混入けい酸カル
シウム板・炭化水素系樹脂混入水酸化マ
グネシウム材充てん／壁耐火構造／貫通
部分（中空壁を除く）の性能評価

ケーブル・電線管／ナイロン系樹脂不織
布張グラファイト系熱膨張材付セラミッ
クファイバーブランケット充てん／床耐
火構造／貫通部分(中空床を除く）の性
能評価
塗装溶融亜鉛めっき鋼板製折板屋根の性
能評価
普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度39N/mm2～60N/mm2

のコンクリートの品質性能評価
バスダクト／ナイロン系樹脂不織布張グ
ラファイト系熱膨張材付セラミックファ
イバーブランケット充てん／壁準耐火構
造／貫通部分の性能評価

Ｓ Ｆ エ コ シ ー ル
（住友電気工業株
式会社）ダンシー
ル－Ｐ（株式会社
古河テクノマテリ
ア ル ） 日 立 ハ イ
シール（日立電線
株式会社）ＤＦパ
テＮ（三菱電線工
業株式会社）キャ
ブシールエコ（関
西パテ化工株式会
社）
ロクマル工法

ハイタフ耐火ルー
フ

　　　－

ロクマル工法

住友電気工業株式
会社/関西パテ化
工株式会社/株式
会社古河テクノマ
テリアル/日立電
線株式会社/三菱
電線工業株式会社

株式会社古河テク
ノマテリアル

三晃金属工業株式
会社
株式会社西野建材

株式会社古河テク
ノマテリアル

区画貫通給排水
管等　60分

区画貫通給排水
管等　60分

耐火構造 屋根
　30分
指定建築材料

区画貫通給排水
管等　60分

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

法第2条第七号(令
107条)
法第37条第二号

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

2005/2/14

2005/2/14

2005/2/18

2005/2/7

2005/2/14

04EL411

04EL419

04EL436

04EL440

04EL444

住試０６２号
発泡プラスティック系床下地構造材を用
いた床仕上げ構造に応じて評価する方法

エスレンネダマッ
トＦＬ

積水化成品工業株
式会社

8-1重量床衝撃
音対策

特別の構造方法2005/2/1004EL417

承諾番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名
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ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

住宅の品質確保の促進法に関する法律に基づく型式適合認定書の発行

性能評価本部では，平成17年２月１日から２月28日までの５件について，住宅の品質確保の促進等に関

する法律に基づく住宅型式性能認定を終え，住宅型式性能認定書を発行しました。これで、累計発行件数

は27件となりました。

JISマーク表示認定工場

認定検査課では，下記工場をJISマーク表示認定工場として認定しました。これで，当センターの認定

件数は151件になりました。

JISマーク表示認定工場（平成17年２月１日，２月21日付）

2TC0401

6TC0405

4TC0405

プレキャストコ
ンクリート製品

プレキャストコ
ンクリート製品

プレキャストコ
ンクリート製品

株式会社北関東工業東北支店

有限会社長瀬ブロック工業所岩辺
工場

松岡コンクリート工業株式会社三
重工場

岩手県北上市相去町平林
14-8

岡山県英田郡作東町岩辺
300

三重県いなべ市北勢町京
ヶ野新田351

Ａ５３７２
プレキャスト鉄筋コンクリート製
品　Ⅰ類
Ａ５３７２
プレキャスト鉄筋コンクリート製
品　Ⅰ類
Ａ５３７２
プレキャスト鉄筋コンクリート製
品　Ⅰ類

認定番号 認定年月日 指定商品名 認定工場名 住　　所 認定区分

2005/2/1

2005/2/1

2005/2/21

◇ISO 9001，ISO 14001審査登録事業

　ISO審査本部  品質システム審査部（ISO 9001） TEL 03-3249-3151

　ISO審査本部  環境マネジメントシステム審査部（ISO 14001） TEL 03-3664-9238

◇建築基準法，住宅品質確保促進法に基づく評価・認定事業

　性能評価本部  性能評定課 TEL 03-3664-9216

◇公示検査，JISマーク表示認定事業

　本部事務局  認定検査課 TEL 03-3664-9214

お問い合わせ
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住宅耐震化10年で700万戸

国土交通省

国土交通省が2002年に制度化した住宅耐震改修の
補助事業の利用件数が，戸建て住宅ではゼロ件であ
ることが同省のまとめで分かった。耐震改修が必要
な住宅は全国に約1,150万戸(全戸数の約25%)あり，
同省は新たに「住宅・建築物の地震防災推進会議」
を設置。今後10年間に600万～700万戸程度の耐震化
を目指し，会議では税制改正や地震保険の見直しな
ども検討する。

一方，住宅以外の建築物の耐震化も，全国約340
万棟のうち約120万棟で未実施。特に学校や病院な
ど不特定多数の集まる建築物の耐震化が急務となっ
ており，同法に強制力を持せることも検討する。

2005.2.25 日本経済新聞

マンション工事のクレーム抑制で手引き

日本建設業経営協会

日本建設業経営協会中央技術研究所は，来年度末
をめどにマンション工事で発生するクレーム抑制を
目的に，施工時の重点対策マニュアルを作成する。
会員企業の受注の主力になっている，マンション工
事のクレーム対応費用が利益圧迫につながるとして
対応する。

マニュアルはクレーム抑制を目的に，対応費用が
かさむ外壁工事などを重点対策工事としてピックア
ップし，クレームを起こさないための施工上の注意
点などをまとめる。また，施工時マニュアルを作成
した来年度以降は，分譲マンションを購入した顧客
に対して，建築工事に対する理解促進を目的とした
冊子を作成する予定だ。

2005.2.3 建設通信新聞

建築設備計画基準を改定

国土交通省

国土交通省官房官庁営繕部は，2000年版の建築設
備計画基準を改定した。工事仕様書の性能規定化を
にらみ，その目的を位置，規模，構造基準に基づく
記述から，基本的性能基準に基づく記述に改めた。
また，関係法令，各種基準，規格類との整合，技術
革新への対応，施工実態を反映させるとともに，①
コスト縮減への対応，②環境への配慮，③バリアフ
リー対応，の３つを視点に内容も見直した。

適用は４月１日からで，近くホームページに掲載
する。各地方整備局への通知は手続き中で，営繕部
では，官庁施設だけでなく，一般の建物の設備計画
にも適用できることから，分かりやすく編集し，２
～３ヵ月後に出版する予定だ。

2005.2.18 建設通信新聞

防犯性能抵抗10分以上に強化

日本シャッター・ドア協会

日本シャッター・ドア協会は，店舗やビル向けの
重量シャッターなどについて，警察庁などが定める
窓などの防犯ガイドライン「防犯建物部品」(CP部
品)性能を上回る「自主防犯規格」を策定し認定を
開始した。主に住宅用を想定したCP部品に対して
商業用が中心の重量シャッターなどに求められる防
犯性能を高めるためで，侵入手口に対する本体の抵
抗時間をCP部品で規定する「５分以上」の２倍の

「10分以上」に強化した。
同協会では，国や学識者などの参画で委員会を組

織し，試験方法を含めて規格を検討してきた。抵抗
時間は性能別に４段階を想定。CP部品規格にあた
る５分性能は「抵抗性等級１」で，今回策定した10
分性能は「抵抗性等級２」にあたる。

2005.2.11 日刊工業新聞

情報ファイル情報ファイル

ニュースペーパー
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ニュースペーパー／外部情報

2千㎡以上の住宅省エネを義務化

政府

政府は「エネルギー使用の合理化に関する法律」
(省エネ法)を改正し，マンションなどの住宅を含む
床面積２千㎡を超える建築物に対して，省エネ措置
の届出を義務付ける。省エネ法改正案は今国会に提
出する予定。

住宅・建築物に関して現行の省エネ法では，２千
㎡以上の住宅以外の建築物を新築や増改築する場
合，外壁や窓を通じての熱損失防止，空気調和設備
などの省エネ措置を実施。都道府県や建築主事がい
る区市町村長などに届け出なければならない。改正
案では，これまで努力義務だった２千㎡以上の住宅
についても，新築・増改築・大規模修繕時に非住宅
と同様の省エネ措置を求める。これらの建築物には，
省エネ措置に関する維持保全状況を定期的に報告す
る義務も生じる。

2005.2.16 住宅産業新聞

温暖化ガス家庭での削減断念

政府

京都議定書で求められている温暖化ガス削減目標
を達成するために見直していた政府の新しい削減計
画が明らかになった。家庭などでの二酸化炭素
(C02)排出削減を断念，代わりに工場など産業部門
で2010年度ごろの削減幅を従来計画の1990年比7%減
から同8.6%減に強化する。主に製造業の負担が重く
なり，企業の競争力にも影響しそうだ。

2月16日に発効した京都議定書で日本はCO2など
温暖化ガスの排出量を2008～12年に平均で90年比6%
削減する義務を負っている。現状では2003年度に同
8%で，従来の政府計画では達成が難しいため，新た
に「京都議定書目標達成計画」をまとめ，その後閣
議決定する見通しだ。

2005.2.19 日本経済新聞

企業のリスク管理格付

経済産業省

経済産業省は株主虚偽記載など企業不祥事が多発
していることを受け，企業の内部統制を含む総合リ
スク管理の在り方の検討に着手した。海外の事例を
参考に，コンプライアンス(法令順守)や社内の情報
伝達などを総合したリスク管理の水準を外部から

「格付け」するしくみを構築する。
また，企業が自社のリスク管理状況を投資家など

に開示する枠組みや，企業が具体的に適用できる開
示のためのガイドラインも検討し，東証の上場規則
などの活用も図っていく。同省は，評価結果を政府
調達や補助金交付先の選定に活用することも視野に
入れており，一定のレベル以下は，選定から除外さ
れることもあり得る。

2005.2.21 建設通信新聞

防災経営を国際標準化

ISO（国際標準化機構）

企業の防災経営を国際標準化する動きがISOで活

発化してきた。米国主導で防災専門委員会の国際会

議を2005年度中に開き，発災後の企業の業務継続性

を標準化する。建造物の防御も含め，幅広く検討し，

6月中には米国と英国の国家標準をべースに特定国

で試用する見通し。国際会議には，情報収集を目的

とした参加が困難なことから，日本は早急に提案を

まとめ国際標準化に加わっていく方針だ。

内閣府のアンケート調査によると，東証一・二

部・ナスダック上場企業699社のうち59.8%が地震対

応規則･マニュアル類を作成しているが，建物･構造

物の耐震性チェックは41.3%，建物・構造物の耐震

補強工事の実施は29.6%にとどまっている。

2005.2.15 建設通信新聞
（文責：企画課 田口）
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吉岡　茜（同・性能評定課）

事務局
高野美智子（同・企画課）
田口奈穂子（同・企画課）
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最近，クラウン・ジュエル，ホワイトナイト，パックマンデ

ィフェンスなど聞き慣れない用語がマスメディアを賑わしてい

る。いずれもの用語もＭ＆Ａ（企業の合併と買収:merger and

acquisitions）に関連する専門用語であり，アメリカで作られた

用語だそうだ。

クラウン・ジュエルとは，企業の優良資産や収益性の高い事

業など特に魅力のある資産を示すとのことであるが，建材試験

センターにおけるクラウン・ジュエルは，どの部門に相当する

か大変興味深いところである。勿論，クラウン・ジュエルの判

断指標は，社会情勢や社会ニーズによって大きく異なる。また，

当センターの場合，一般の企業と異なり，収益性よりも社会ニ

ーズに応じた技術力や信頼性の高いサービスが提供できるか否

かがクラウン・ジュエルの判断指標となるのであろう。

いずれにしても，当センターのあらゆる部門が，この業界に

おけるクラウン・ジュエルと言われるよう，職員一人一人が地

道な努力を積み重ねる必要があると感じさせられた新しい用語

である。 （真野）

あ と が き

ご購読ご希望の方は，上記㈱工文社
までお問い合せ下さい。

新年度がスタートしました。

４月は心和むお花見の季節ではあるのですが，花粉症の

人にとっては悩ましい時期でもあります。

企業では１年の始まりの節目となる月。今年10月にスタ

ートする新JIS制度では，この４月から登録認証機関の申請

が始まりました。当センターも，これまで準備を進めてき

た事業としての第一歩が始まります。また，中央試験所で

は昨年12月に熱伝導率の校正事業者認定を取得したことか

ら，新しく「校正」に関する事業を開始します。

本号では「熱伝導率の校正機関」と題し，熱伝導率の研

究者の立場から産業技術総合研究所の馬場様と今回の認定

主体であるNITEの認定センター石毛様よりご寄稿頂き，

更に当試験所の測定の実際について紹介する特集を組みま

した。この校正事業への理解を深めていただき読者の方々

の参考にしていただければ幸いです。 （高野）
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